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第３章 基本目標と施策の展開  

１ 基本目標 

    高齢者が自分らしくいきいきと暮らし続けられる 

「健康長寿やまなし」の推進 

  

 

 

 

  

○ 高齢者が役割をもち、生きがいを感じながら、自分らしい暮らし

を続けられる社会の実現を目指します。 

 

○ 介護予防や健康づくりを推進し、高齢者が社会参加できる環境を

整えます。 

 

○ 入所の必要性が高い方が速やかに入所できるよう、介護待機者 

ゼロ社会の実現に向けて取り組みます。 

 

○ 高齢者を支える介護人材等の確保・定着と資質の向上を図ります。 

 

○ 認知症に対する理解を促進するとともに、本人やその家族の意思

を尊重した支援が提供される地域づくりを推進します。 
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２ 施策の体系 

（基本目標） 高齢者が自分らしくいきいきと暮らし続けられる「健康長寿やまなし」の推進 

                施策の方向         ★重点項目 指標 現状値 目標値 

（令和５年度） 

Ⅰ 地域包括ケアシステムの推進 ～地域共生社会の実現を目指して～ 

  

  

【１】 高齢者の社会参加と地域づくりの推進 

［めざす姿］ 高齢者が役割や生きがいを持ちながら地域の中で生き生きと生活しています。 

① 高齢者の知識、経験、技能の活用による生きがいづくり 

ことぶきマスター人材バンク登録数 132 150 
② 高齢者の地域貢献活動や生きがい就労の推進 

③ 生きがいづくりと生涯学習、文化活動の促進 

④ 社会参加に向けた移動への支援 

【２】 介護予防・健康づくりの推進★ 

［めざす姿］  

高齢者が主体となって定期的に集まり、仲間と体操等を行う「通いの場」が各地に広がり介護予防を通じた地域づくりが

進んでいます。また多くの高齢者がフレイル（虚弱）予防に取り組んでいます。 

① フレイル予防の推進 介護予防に資する「通いの場」への 

参加人数 

14,852 人 

 

20,000 人 

 ② 介護予防・健康づくりと地域づくりの推進 

③ 専門職の関与による介護予防の推進 フレイル予防を実践する市町村数 14 市町村 全市町村 

【３】 介護待機者ゼロ社会の実現に向けた施設整備と在宅生活を支えるサービスの充実 

［めざす姿］  

高齢化率が全国より高く、一人暮らしの高齢者や高齢者夫婦世帯の増加が見込まれる中、在宅生活を支える介護サービス

が充実するとともに、必要な人が速やかに施設入所できる介護待機者ゼロ社会の実現に向けた施設整備が進んでいます。 

① 介護待機者ゼロ社会の実現に向けた施設整備の推進 

（施設整備計画により設定） 
② 住み慣れた地域での生活を支える介護サービス提供体制の構築 

③ 安心して暮らすことができる高齢者の住まいの確保 

④ 介護サービスの質の確保及び向上 

【４】 介護人材の確保・定着、資質向上★ 

［めざす姿］  

介護職員の人材育成や労働環境の改善、キャリアアップのための研修等が充実し、人材の確保・定着、資質の向上が図られ、

介護職員がやりがいをもって働いています。 

① 介護人材の確保・定着と労働環境の改善 

県内介護施設等に従事する 

介護職員数 

 

県内介護職員の離職率 

13,689 人 

 

 

14.8% 

15,027 人 

 

 

13.8% 

② 介護人材の資質向上の推進 

③ 介護の仕事の魅力ややりがいの発信 

④ 外国人介護人材の受入支援 

⑤ 介護現場の革新に向けた支援 

【５】 医療と介護の連携の推進 

［めざす姿］  

医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよ

う、在宅医療と介護が一体的に提供される体制が整備されています。 

① 多職種連携による在宅医療・介護連携の推進 

在宅死亡率 
（自宅・老健・介護医療院・老人ホーム） 

24.9% 27.5% ② 在宅医療・介護を担う人材の確保・養成の推進 

③ 最期まで自分らしく暮らすための医療・介護連携の推進 
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【６】 多様な主体がともに支え合う地域共生社会の実現 

［めざす姿］  

人々の暮らしや地域のあり方が多様化する中、高齢者を含む全ての人が「支える側」、「支えられる側」という立場を超

えてつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持ちながら地域の支え合いの担い手として参画することで、豊かな地域コミ

ュニティが展開されています。 
① 多様な主体による生活支援・介護予防サービス等の提供の推進 

総合事業において､住民主体のサービス

を実施する市町村数 
７市町村 14 市町村 ② 豊かな地域コミュニティのための多様な担い手の育成 

③ 地域共生社会の実現に向けた市町村支援 

【７】 保険者機能の強化に向けた市町村支援 

［めざす姿］  

高齢者の自立支援・重度化防止等に向けて、PDCA サイクルを活用した地域マネジメントが継続的に行われるなど、保険

者である市町村の機能強化が図られています。 

① ＰＤＣＡサイクルや交付金を活用した市町村支援 保険者機能強化推進交付金の全国 

平均得点以上獲得した市町村数 
15 市町村 21 市町村 

② 地域包括支援センターの事業評価を通じた機能強化 

【８】 高齢者の尊厳の保持と安全の確保 

［めざす姿］  

人生の最期まで個人として尊重され、尊厳を保持して生活を継続できる社会が構築されています。また、犯罪や災害、感

染症に対する備えが整い、安心して生活を送ることができています。 

① 高齢者の権利擁護と虐待防止の推進 

「成年後見制度利用促進基本計画」を

作成する市町村数 
３市町村 全市町村 

② 地域における見守り体制の充実・強化 

③ 高齢者の安全・防犯対策の取組の推進 

④ 災害時における要配慮者への支援 

⑤ 感染症対策の強化 

Ⅱ 認知症施策の推進★ 

 

［めざす姿］  

認知症になった際に適切な医療が提供される体制が整うとともに、本人や家族の意思が尊重され、住み慣れた地域でニー

ズに応じた支援を受けながら、安心して暮らし続けることができています。 

① 適切な医療・介護サービスが受けられる体制の推進 

認知症サポート医数 

 

チームオレンジを設置する市町村数 

70 人 

 

 

1 市町村 

82 人 

 

 

17 市町村 

② 医療・介護サービスを担う人材の育成及び確保 

③ 認知症の人にやさしい地域づくりの推進 

④ 認知症の予防の取り組みの推進  

⑤ 若年性認知症への支援体制の充実 

Ⅲ 高齢期を生きることを考える機会の創出と家族等への支援   

 

【１】  自分らしい暮らしについて考えることや家族等とのコミュニケーション 

［めざす姿］  

各世代において、自分自身の生き方を考える機会を持ち、家族や身近な人と「思い」を共有し理解し合うことで、互いに

納得のいく自分らしい暮らしを送ることができる社会が実現しています。 

① 本人の希望を考え、尊重するための意識の醸成 
「人生会議」（アドバンス・ケア・プランニン

グ（ACP））の普及に取り組む市町村数 
12 市町村 全市町村 

【２】 高齢者や家族等の安心に向けた支援の充実 

［めざす姿］  

介護サービスや介護保険制度について世代に応じたわかりやすい情報提供の工夫や、介護者を対象とした相談窓口の周知

などを通じて、高齢者や家族等の不安や負担が軽減されています。 

① 家族等を支える相談支援体制の強化や情報提供の充実 

地域包括支援センターの夜間・早朝又

は平日以外の窓口を設置する 

市町村数 

24 市町村 全市町村 

Ⅳ 介護給付適正化の推進（第 5 期山梨県介護給付適正化計画） 

 

［めざす姿］  

介護が必要な人が適正に認定され、受給者が真に必要とするサービスが事業所から提供されており、県民の介護保険制度

に対する信頼感が高まっています。 

① 介護給付適正化の推進 
保険者（市町村）における適正化事業 

３事業の実施率 
91.4% 100% 



第３章 基本目標と施策の展開 

22 

３ 高齢者施策の展開 

Ⅰ 地域包括ケアシステムの推進 ～地域共生社会の実現を目指して～ 

【１】 高齢者の社会参加と地域づくりの推進 

【めざす姿】 

  高齢者が役割や生きがいを持ちながら地域の中で生き生きと生活しています。 

 

【現状と課題】 

少子高齢化が更に進展する中、地域コミュニティを維持するためには、高齢者が生きが

いを感じながら働き、学び、地域社会において活躍できる環境づくりが必要です。 

令和元年度の策定調査によると、高齢者が主観的健康観を高め、生涯現役で活躍するた

めには、役割や生きがいを持ち、楽しみを感じながら生活することや、社会参加すること

が重要であるとされています。 

高齢者は一人ひとり豊かな人生経験を有し、多くの知識や技術を持つ貴重な人材です。

自らが支える側として地域や社会に参画することは、高齢者自身の生きがいを高めるとと

もに、健康づくりにもつながるものと考えられます。 

高齢者の就労（収入を伴う仕事）については、本人の高齢者の意向も踏まえた、多様な

就労形態や就労機会を用意することも必要です。 

また、自分の意思で行動できることは社会参加や生きがいの感じ方に関連が見られるた

め、高齢者の移動手段に配慮した環境整備も必要です。 
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「山梨県介護保険事業支援計画策定調査」 
問９  あなたの現在の健康状態はいかがですか。（主観的健康観） 

「よい、まあよい、ふつう、あまりよくない、よくない」から１つ選択 

問１６ あなたの社会参加・役割について現在の状況。（社会参加・役割） 

       「収入を伴う仕事、地域活動役員などリーダー的役割、地域活動に参加、  

無尽に参加、家族や親族が食べる程度の農業、家族や親族関係の長（まとめ役）、 

家族や親族の相談相手、家事、孫や小さな子供の世話、親族の看護や介護、 

ペットの世話、その他、特になし」から複数選択 

※2 つの問の回答を男女別にクロス集計     

【施策の方向と具体的な取組】 

①  高齢者の知識、経験、技能の活用による生きがいづくり 

1） 長年の経験によって培われた知識や技能等を持つ概ね６０歳以上の個人・グループ

を「ことぶきマスター」として認定します。また、認定された「ことぶきマスター」

が地域や福祉施設の行事などで活動できるよう、県社会福祉協議会が運営する「こ

とぶきマスター人材バンク」の普及や周知に努めます。 
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2） 高齢者のスポーツを通じた健康づくりや生きがいの創出、相互交流を促進するため、

いきいき山梨ねんりんピックの開催を支援します。 

 

  ② 高齢者の地域貢献活動や生きがい就労の推進 

1） 高齢者が働くことを通じて生きがいを得るとともに、地域社会の活性化に貢献し、

生活の充実を図るため、シルバー人材センター連合会が行う高齢者の就業機会の増

大に向けた取り組みを支援します。 

2） シニア世代が健康で、意欲と能力がある限り働き続けることができる生涯現役社会

の構築に向けて、新規就業者の掘り起こしや、仕事をしたい高齢者と高齢者雇用に

関心をもつ事業所とのマッチング支援等を行い、高齢者の雇用・就業機会の拡大を

図ります。 

3） 公益財団法人山梨県農業振興公社が行う、シニア世代を対象とした研修に対して助

成し、新規就農者の確保・定着を図ります。 

4） 農作業事故を未然に防ぐため、高齢農業者等を対象とした農業機械の安全利用のた

めの研修会を開催するなど、啓発活動を行います。 

 

③ 生きがいづくりと生涯学習、文化活動の促進 

1） 老人クラブが高齢社会における生きがいづくり、健康づくり、地域づくりに重要な

役割を担っていることを踏まえ、老人クラブの活動に対し支援します。 

2） 高齢者の生きがいを高め、生涯学習、文化活動を通じた社会参加を促進するため、

「シルバー作品展」、「シルバー俳句大会」の開催を支援します。 

3） 「山梨ことぶき勧学院」事業を通じて、高齢者に対し継続的かつ自主的な学習の場

を提供することにより、高齢者の新たな生きがいづくりや仲間づくりを促すととも

に、健康で活力に満ちた地域づくりに貢献できる人材を養成します。 

4） 長寿を祝福するとともに敬老思想の高揚を図るため、新たに百歳を迎えられる方と

県内最高齢の方に、知事から褒状等を贈呈します。 

 

④ 社会参加に向けた移動への支援 

1） 高齢者の移動手段の確保に向けて、公共交通を補完する新たな移動サービスの導入

を促進するため、新たな交通サービスに関する周知活動を行うとともに、公共交通

を補完する移動サービスの導入を行う市町村等の取り組みを支援します。 

 

【数値目標】 

指     標 
現状値 

（令和２年度） 
目標値 

（令和５年度） 

ことぶきマスター人材バンク登録数 
個人・グループ 

計 132 

個人・グループ 

計 150 
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【２】 介護予防・健康づくりの推進 

【めざす姿】 

  高齢者が主体となって定期的に集まり、仲間と体操等を行う「通いの場」が各地に広が

り介護予防を通じた地域づくりが進んでいます。また多くの高齢者がフレイル（虚弱）予

防に取り組んでいます。 

 

【現状と課題】 

  本県の健康寿命1（平成 28 年調査）は、男性 73.21 年で全国 1 位、女性 76.22 年で

全国 3 位であり、平成 22 年、25 年、28 年の 3 回の調査の平均値では、男性 72.31

年、女性 75.49 年で男女ともに日本一です。 

また、要介護認定率（性・年齢調整後）も全国一低く、令和元年の策定調査では、その

背景に「自分は健康」「まだまだ介護のお世話にはならない」という高齢者自身の気持ち

があることがわかりました。 

少子高齢化が一段と進む中、高齢者が知識や経験を生かして、役割を持って生活するた

めの環境整備が必要であり、そのためには、若い頃からの健康づくりや、フレイル（虚弱）

といわれる心身の活力（筋力、認知機能、社会とのつながりなど）の低下防止に取り組み

健康寿命の延伸を図ることが重要です。 

特に、高齢者が自ら主体となって介護予防や、茶話会、趣味活動などを行う「通いの場」

は、介護予防の効果と併せて社会参加を促すことにつながるとともに、豊かな地域コミュ

ニティの基盤となり得る取り組みであり、更なる拡充が求められます。 

なお、高齢者の興味や関心は年齢や性別により異なり、それらに配慮した取り組みが重

要です。 

市町村においては、様々な専門職が参画した地域ケア会議等において自立支援・重度化

防止について検討し、連携する体制を整備していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 

1 健康寿命：日常生活に制限のない期間。国民生活基礎調査のデータを活用し、厚生労働省が公表。 
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健康寿命（平成 22 年、25 年、28 年の平均値）            （年）   
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【施策の方向と具体的な取組】 

①  フレイル予防の推進 

1） 広く県民にフレイル（虚弱）予防の知識の普及・啓発を図るとともに、「身体の虚

弱」や「こころ／認知の虚弱」「社会性の虚弱」などフレイルの兆候をチェックし、

日常生活におけるフレイル予防の取り組みを促進します。また、県が養成したフレ

イルトレーナーや保健医療関係者、ボランティア等と連携して、栄養改善、口腔機

能低下予防、運動機能の向上、社会参加等に取り組むことにより、フレイル予防に

向けた地域づくりを推進します。 

2） 市町村が、地域の実情に応じた効果的なフレイル予防対策を行えるよう、学識経験

者やリハビリテーション専門職、栄養士、歯科衛生士等からなるフレイル予防アド

バイザーを派遣し、市町村の取り組みを支援します。 

②  介護予防・健康づくりと地域づくりの推進 

1） 高齢者が自ら主体となって、「いきいき百歳体操」等、介護予防に効果的な体操や

茶話会、趣味活動等、多様な取り組みを行う「通いの場」の立ち上げを支援し、介護

予防とともに地域づくりの取り組みを推進します。 

 

 
出典：厚生労働省資料       

2） 住民主体の介護予防活動やリハビリテーションに対する関心を高め、理解を深める

よう、広く県民を対象とした「介護予防・リハビリテーションのつどい」を開催しま

す。 

3） 高齢になっても健康でいきいきと暮らし続けられるよう、「健やか山梨２１（第 2

次）」の理念や目的を広く県民に普及し、健康づくりの意識啓発と実践への取り組

みを促します。 
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4） 高齢者の健康の保持増進のため、後期高齢者医療広域連合及び市町村が実施する健

康診査及び歯科（口腔）健康診査について周知し、受診を促進します。 

5） 後期高齢者医療広域連合が市町村に委託する保健事業を、市町村が介護予防や国民

健康保険の保健事業と一体的に推進するために、必要な助言等を行います。 

6） ロコモティブシンドローム（運動器症候群）2 を予防するため、運動の機会が得られ

るイベント情報の提供を行うとともに、イベント時にロコモティブシンドローム2に

関する知識の普及・啓発を行います。 

7） 高血圧、糖尿病、脂質異常などの生活習慣病の発症や重症化を防止するとともに、

低栄養の防止のため、適正体重の維持や減塩、バランスの取れた食事の重要性等に

ついて、普及・啓発を行います。     

8） 生涯にわたり食事や会話を楽しめるよう、お口のリハビリ体操等を通じて、高齢者

の口腔機能の維持・向上の大切さに関する知識の普及・啓発を目的とする研修会や

講演会を実施するとともに、8020 運動3の更なる推進を図ります。 

9） 誰もが生涯にわたって豊かなスポーツライフを実現し、県民一人ひとりが年齢、興

味、関心、適性などに応じた生涯スポーツ等に取り組めるように支援します。 

10） 介護予防・日常生活支援総合事業の担い手として活動できるボランティア、NPO

等を対象としたセミナー等を実施するなど、市町村の総合事業の推進を支援します。 

11） 生活支援・介護予防サービスの充実・強化や高齢者の社会参加を推進するため、生

活支援・介護予防サービスの担い手の育成や地域の支援ニーズと地域資源のマッチ

ングなどを行う「生活支援コーディネーター」の養成研修等を実施します。 

12） 地域の実情に応じた多様な主体による生活支援体制の充実を図るため、ボランテ

ィア等の担い手の確保や移動支援の確保等、地域課題に対する解決策等を個別に支

援する生活支援体制整備アドバイザーを市町村に派遣します。 

 

③  専門職の関与による介護予防の推進 

1） 市町村において、介護予防事業など地域支援事業が効果的に実施されるよう、地域

包括支援センターの職員や介護予防事業に関わる職員への研修を実施します。 

2） 市町村において、要支援高齢者の自立を支援するため、理学療法士（PT）、作業療

法士（OT）、言語聴覚士（ST）、管理栄養士、歯科衛生士、薬剤師、看護師等の専

門職が参画し、それぞれの知見を生かした「介護予防のための地域ケア個別会議」4

が実施できるよう、地域包括支援センター職員や介護支援専門員等関係職種を対象

とした研修会を開催します。 

 

 

                                                 

2 ロコモティブシンドローム（運動器症候群）：運動器（骨、関節、筋肉、神経）の障害のために自立度が低下し、介護が必

要となる危険性が高い状態。 

3 8020（ハチ・マル・ニイ・マル）運動：80 歳になっても自分自身の歯を 20 本以上保つことを目標とする、生涯を通じた歯

の健康づくり運動。 

4 介護予防のための地域ケア個別会議：地域ケア個別会議で、多職種が協働して、個別ケースの支援内容を検討するこ

とで高齢者の自立に資するケアマネジメントを実施。 
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3） 市町村の介護予防事業においてアドバイザーとなるリハビリテーション専門職（Ｐ

Ｔ・ＯＴ・ＳＴ）の養成研修を実施するとともに、市町村に対しリハビリテーション

専門職の派遣のための「PT・OT・ST バンク」の活用を促進します。 

4） 地域リハビリテーションを推進するため、県リハビリテーション支援センターにお

いて、市町村と連携する協力機関（医療機関等）への支援や、医療・介護等の専門職

の人材育成支援、地域内に専門職がいない場合等における市町村への専門職派遣支

援、対応困難事例への支援等を行うなど、体制の拡充・強化を図ります。 

 

令和３年度以降の地域リハビリテーション体制 

 

 
 

 

【数値目標】 

指     標 現状値 
目標値 

（令和５年度） 

介護予防に資する「通いの場」への参加人数 
（令和元年度）

14,852 人 
20,000 人 

フレイル予防を実践（対象者の把握とアプローチ） 

する市町村数 

（令和２年度） 

14 市町村 
全市町村 
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【３】 介護待機者ゼロ社会の実現に向けた施設整備と在宅生
活を支えるサービスの充実 

【めざす姿】 

  高齢化率が全国より高く、一人暮らしの高齢者や高齢者夫婦世帯の増加が見込まれる中、

在宅生活を支える介護サービスが充実するとともに、必要な人が速やかに施設入所できる

介護待機者ゼロ社会の実現に向けた施設整備が進んでいます。 

 
【現状と課題】 

本県の高齢化は今後も進展し、特に介護需要が高まる 85 歳以上人口の増加が見込まれ

ています。また、在宅ひとり暮らし高齢者や高齢者夫婦世帯、認知症高齢者の増加傾向も

見られ、介護サービス需要は更に増加・多様化することが予測されます。 

県ではこれまで、在宅サービスの充実と併せ、自宅での生活が困難な高齢者が安心して

生活できるよう、特別養護老人ホーム等の整備を計画的に進めてきました。 

しかし、令和 2 年 4 月現在、特別養護老人ホームへの入所申込者は 5 千人近く存在し、

入所の必要性の高い方も依然として待機している状況です。また、介護離職による貧困化

を招かないためにも、施設整備をこれまで以上に推進することが求められています。 

また、安心して在宅生活を継続するための在宅サービスの充実に加え、高齢者が可能な

限り住み慣れた地域で、その有する能力に応じた生活を人生の最後まで続けるための、地

域密着型サービスの更なる充実に向けた支援も必要です。 

高齢化に伴い、介護サービスの利用者も増加することが予測されており、介護サービス

の質の確保及び向上の取り組みが今まで以上に求められています。 

 

 

特別養護老人ホーム整備状況（令和元年度） 

 

 

  

65歳以上
千人当たり

定員数

要介護認定者
千人当たり

定員数

入所申込者
の割合

a b c c/a c/(b/1000) d d/b*100

全国合計 35,885千人 6,686,282人 638,452人 17.8人 95.5人 292,487人 4.4%

山梨県 250千人 39,685人 5,0 27人 20.1人 126.7人 4,842人 12.2%

都道府県別14位 都道府県別4位

・65歳以上人口（a）は令和元年10月1日現在。「総務省人口推計」

・要介護認定者数（b）は令和2年3月末現在。「介護保険事業状況報告月報（厚生労働省）」

・定員数（c）は令和2年4月1日現在。栃木県調査結果

・入所待機者数（d）は平成31年4月1日現在。「厚生労働省調査」

65歳以上
人口

要介護
認定者数

特別養護老人ホーム定員数 要介護認定者の
うち

入所申込者数
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【施策の方向と具体的な取組】 

① 介護待機者ゼロ社会の実現に向けた施設整備の推進 

1） 居宅での生活が困難な高齢者が、住み慣れた地域で生活を継続できるよう、地域密

着型5を基本として特別養護老人ホーム等の計画的な整備を推進します。 

2） 地域の実情に応じて、一定の条件の下での広域型特養併設ショートステイの特別養

護老人ホームへの転換を進めます。 

3） 有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅について、特定施設入居者生活介護

に指定することによって、多様な介護ニーズの受け皿を整備していきます。 

4） 老朽化が進んでいる特別養護老人ホーム及び養護老人ホームについて、生活環境の

向上を図るため、個室ユニット型施設6を基本とした施設への改築を支援するととも

に、プライバシー保護のための多床室の改修について助成措置を講じ、計画的に改

築整備を進めます。 

5） 平成２９年６月の介護保険法改正により、新たな介護施設として創設された「介護

医療院7」への円滑な転換8を支援するため、介護療養型医療施設等に対し情報提供

や助言等を行います。 

 

② 住み慣れた地域での生活を支える介護サービス提供体制の構築 

1） 在宅での生活を支える介護サービスとして、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、

小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護等の地域密着型サービスの

整備を促進します。 

 

③ 安心して暮らすことができる高齢者の住まいの確保 

1） 「山梨県高齢者居住安定確保計画」に基づき、建物等のハード面とサービス等のソ

フト面を一体的に捉え、住宅施策と福祉施策の連携により、高齢者の住まいに係る

施策を総合的かつ計画的に展開することにより、サービス付き高齢者向け住宅など

の高齢者向け住まいを安定的に確保していきます。 

2） 公営住宅において、高齢者や障害者など特別の事由のある方については、特に住宅

困窮度が高いものと考えられることから、新規募集団地において優先的な入居枠を

設けます。また、公営住宅のバリアフリー化など、高齢者が暮らしやすい環境の整

備に努めます。 

 

 

                                                 
5 地域密着型：原則として日常生活圏域内で介護保険サービスの利用及び提供が完結するもの。原則として事業所指定をした市町村

の被保険者のみが保険給付の対象となる。 
6 個室ユニット型施設：居室（個室）を 10 人程度のグループに分け、それぞれを１つの生活単位（ユニット）とし、ユニットごとに食事や入

浴などの日常生活を送るための共用スペースを備え、少人数の家庭的な雰囲気の中で、自宅に近い生活と一人ひとりの生活を尊重した

個別ケア（ユニットケア）を行う施設 

7 介護医療院：慢性期の医療・介護のニーズを併せ持つ高齢者を対象に、「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナルケア」等の医療

機能と「生活施設」としての機能を兼ね備えた施設。 

8 介護医療院への転換については、令和 3 年 2 月 1 日時点において介護療養型医療施設または医療療養病床であるものに限る。 
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3） 地方公共団体や不動産関係団体で構成する山梨県居住支援協議会が、借主と貸主の

双方に住宅情報の提供等を行うことにより、高齢者を含む住宅確保要配慮者の民間

賃貸住宅への円滑な入居を支援します。 

4） 多様な介護ニーズの受け皿となっている有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向

け住宅について、質の確保のため、市町村と情報を共有します。 

（参考）山梨県内の有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅の設置状況 

 
        出典： 「令和 2 年度有料老人ホームの現況報告」を集計（令和 2 年 7 月 1 日現在）       

④ 介護サービスの質の確保及び向上 

1） 介護サービスの事業者が法令を遵守し、利用者の自立支援と尊厳の保持を念頭に、

適正で質の高いサービスが提供されるよう指導します。 

2） 集団指導等を活用して制度内容等を説明するとともに、介護報酬を適正に請求する

ための指導を行います。 

3） 介護サービスの質の確保、向上及び保険給付の適正化を図るため、介護サービス事

業所に対する実地指導等を実施します。 

4） 介護サービスの提供や介護報酬の請求について不正や著しい不当が疑われる場合に

は、事実関係を把握し、公正かつ適切な措置をとるため、迅速かつ効果的に監査を

実施します。 

5） 適正な施設運営を確保するために立入調査等を実施します。 

6） 受給者等からの苦情、事業者職員等からの通報情報、山梨県国民健康保険団体連合

会（以下「国保連」という。）が対応している苦情処理等の情報の的確な把握・分析

を行い、市町村や国保連等との共有を図るとともに、これらの情報に基づき必要な

指導等を行います。 

7） 介護サービス事業者が、自らが提供するサービスを分析評価し、改善につなげる自

己評価の取り組みを促進します。 

8） 事業者のサービス内容や運営状況などを公表する介護サービス情報の公表制度9に

ついて、利用者やその家族がより一層活用できるよう周知を行うとともに、地域包

括支援センター等関係窓口における利用について働きかけを行います。 

9） 介護サービスの質の向上に向けて、介護人材の確保・定着を図るため、人材育成や

労働環境の改善等について優良な取り組みを評価する認証評価制度を創設します。

併せて事業者の自主的な取り組みを促すためのセミナー等を開催し、介護事業者の

人材育成の基盤強化や職場環境の改善を図ります。 

                                                 
9 介護サービス情報の公表制度：介護サービス情報公開システム（国で一元的に管理）を通じ、インターネット上で、利
用者が介護サービスや事業所を比較検討して適切に選ぶための情報を提供する仕組み。 

うち特定施設 うち特定施設

1,096 561 1,601 43

中北 488 192 1,018 0

峡東 504 369 334 43

峡南 0 0 28 0

富士・東部 104 0 221 0

合計

有料老人ホーム サービス付き高齢者向け住宅

圏域 定員（人） 戸数（戸）
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【介護サービス利用等の見込量及び将来推計】 

 各市町村では、高齢者数の推移やサービス利用実績の伸び等をもとに、地域における今

後の在宅サービス、施設サービスの充実の方向性を勘案して、計画期間（令和 3～5 年度）

における見込量を算出するとともに、中期的な推計（令和 7 年度、令和 22 年度）を行い

ました。市町村の見込量及び推計結果を集計した状況は次のとおりです。 

①  高齢者数及び要介護（支援）認定者数 

ア 高齢者数 

計画期間中の高齢者数は全県では増加傾向にあり、３年間で 1.8％の増加が見込ま

れます。前期高齢者数は減少するものの後期高齢者数は 7.0％の増加となっています。

峡南圏域では、前期高齢者、後期高齢者ともに減少傾向となっています。 

令和 7 年度にかけ、高齢者数全体では引き続き増加傾向ですが、前期高齢者数の減

少率は大きくなります。 

令和 22 年度にかけては、高齢者数は引き続き増加が見込まれます。令和 7 年度と

比較すると 85 歳未満の高齢者数は減少するものの、85 歳以上の高齢者数は約 3 割

の増加が見込まれます。峡南圏域では引き続き減少が見込まれます。 

高齢者数（圏域別） 

※ 令和 2 年度は高齢者福祉基礎調査（令和 2 年 4 月 1 日現在）の調査結果。令和 3～22 年度は各年度の市町村推計値の集計。 
※ 増減率は、令和 2 年度比。 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 増減率 増減率 増減率

高齢者数 249,709 252,529 253,312 254,186 1.8% 254,902 2.1% 258,952 3.7%

65歳以上75歳未満 118,445 120,547 117,332 113,780 -3.9% 106,793 -9.8% 108,795 -8.1%

75歳以上85歳未満 83,738 86,875 90,644 97,169 85,302

85歳以上 48,244 49,105 49,762 50,940 64,855

高齢者数 132,150 134,072 134,689 135,346 2.4% 136,167 3.0% 145,298 9.9%

65歳以上75歳未満 63,654 64,567 62,628 60,485 -5.0% 56,736 -10.9% 63,332 -0.5%

75歳以上85歳未満 45,017 46,931 49,267 53,079 46,996

85歳以上 24,488 25,130 25,594 26,352 34,970

高齢者数 42,913 43,214 43,292 43,400 1.1% 43,351 1.0% 42,627 -0.7%

65歳以上75歳未満 20,022 19,842 19,312 18,729 -6.5% 17,535 -12.4% 17,571 -12.2%

75歳以上85歳未満 14,716 15,231 15,834 16,722 13,524

85歳以上 8,656 8,749 8,837 9,094 11,532

高齢者数 19,827 19,629 19,476 19,261 -2.9% 18,798 -5.2% 15,362 -22.5%

65歳以上75歳未満 8,419 8,709 8,540 8,161 -3.1% 7,501 -10.9% 5,502 -34.6%

75歳以上85歳未満 6,274 6,369 6,613 6,840 5,394

85歳以上 4,646 4,567 4,487 4,457 4,466

高齢者数 54,819 55,614 55,855 56,179 2.5% 56,586 3.2% 55,665 1.5%

65歳以上75歳未満 26,350 27,429 26,852 26,405 0.2% 25,021 -5.0% 22,390 -15.0%

75歳以上85歳未満 17,731 18,344 18,930 20,528 19,388

85歳以上 10,454 10,659 10,844 11,037 13,887

全

県

中
北
圏
域

峡
東
圏
域

峡

南
圏
域

富

士
・

東

部
圏

域

圏
域

28,469 4.6%

-1.0%

10.9%

131,264

実績
第8期計画

7.0%

19.7%

推計

令和7年度 令和22年度

16.9%

68,496

22,891

11,408

9.3%

7.8%

-2.7%

16.0%

12.8%

（単位：人）

14.4%12.8%

9.5%

-13.6%
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イ 要介護（支援）認定者数（第 1 号被保険者） 

計画期間中の要介護（支援）認定者数は全県では増加し、認定率も上昇が見込まれ

ます。峡南圏域は認定者数は微減傾向ですが、認定率は上昇します。その他の圏域は、

認定者数、認定率ともに増加が見込まれます。 

令和７年度は、計画期間中と同様の傾向が続きます。 

令和 22 年度は、全県では引き続き認定者数、認定率ともに増加傾向が続きます。

峡南圏域では認定者数が減少しますが、その他の圏域は増加が見込まれます。 

 

要介護（支援）認定者数（第 1 号被保険者） 

 

（単位：人）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

39,665 40,111 40,678 41,230 42,508 48,353

要支援計 5,770 5,836 5,892 5,960 6,107 6,495

要支援1 1,900 1,907 1,923 1,945 1,998 2,061

要支援2 3,870 3,929 3,969 4,015 4,109 4,434

要介護計 33,895 34,275 34,786 35,270 36,401 41,858

要介護1 7,139 7,186 7,295 7,423 7,703 8,857

要介護2 8,959 9,105 9,228 9,337 9,589 10,920

要介護3 8,159 8,291 8,457 8,593 8,885 10,367

要介護4 5,876 5,904 5,977 6,040 6,228 7,204

要介護5 3,762 3,789 3,829 3,877 3,996 4,510

15.8% 15.9% 16.1% 16.2% 16.7% 18.7%

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

21,619 21,619 21,899 22,218 23,177 27,218

要支援計 3,176 3,176 3,196 3,235 3,363 3,709

要支援1 1013 1,013 1,017 1,031 1,072 1,143

要支援2 2163 2,163 2,179 2,204 2,291 2,566

要介護計 18,443 18,443 18,703 18,983 19,814 23,509

要介護1 3,666 3,666 3,714 3,761 3,917 4,529

要介護2 5,115 5,115 5,179 5,258 5,472 6,408

要介護3 4,566 4,566 4,650 4,727 4,954 5,978

要介護4 3,143 3,143 3,185 3,233 3,373 4,096

要介護5 1,953 1,953 1,975 2,004 2,098 2,498

16.4% 16.1% 16.3% 16.4% 17.0% 18.7%

全県

中北圏域

認定率

総数

総数

認定率
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※ 令和 2 年度は介護保険事業状況報告（令和 2 年 10 月月報）の値。令和 3～22 年度は各年度の市町村推計値の集計値。 

②  介護給付等対象サービス（予防給付・介護給付）見込量 

計画期間中、介護予防小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護などの

地域密着型（介護予防）サービスで利用量の増加が見込まれます。 

居宅サービスは、短期入所療養介護（老健）及び特定施設入居者生活介護が増加し、

特定福祉用具購入及び住宅改修費が減少しますが、その他のサービスは微増が見込まれ

ます。 

施設サービスについては、後述する整備計画により整備を進めます。 

（単位：人）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

6,792 6,826 6,931 7,025 7,193 8,318

要支援計 1,015 1,016 1,037 1,052 1,067 1,177

要支援1 308 303 310 315 322 349

要支援2 707 713 727 737 745 828

要介護計 5,777 5,810 5,894 5,973 6,126 7,141

要介護1 1,131 1,151 1,165 1,191 1,242 1,385

要介護2 1,500 1,514 1,537 1,551 1,575 1,842

要介護3 1,504 1,536 1,566 1,590 1,624 1,936

要介護4 1,014 1,003 1,016 1,023 1,047 1,229

要介護5 628 606 610 618 638 749

15.8% 15.8% 16.0% 16.2% 16.6% 19.5%

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

3,503 3,461 3,447 3,433 3,394 2,904

要支援計 555 579 573 568 550 392

要支援1 203 196 193 193 186 130

要支援2 352 383 380 375 364 262

要介護計 2,948 2,882 2,874 2,865 2,844 2,512

要介護1 626 628 643 665 706 870

要介護2 680 696 682 673 652 498

要介護3 629 593 591 583 570 447

要介護4 577 537 534 527 511 396

要介護5 436 428 424 417 405 301

17.7% 17.6% 17.7% 17.8% 18.1% 18.9%

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

8,023 8,205 8,401 8,554 8,744 9,913

要支援計 1,041 1,065 1,086 1,105 1,127 1,217

要支援1 386 395 403 406 418 439

要支援2 655 670 683 699 709 778

要介護計 6,982 7,140 7,315 7,449 7,617 8,696

要介護1 1,730 1,741 1,773 1,806 1,838 2,073

要介護2 1,685 1,780 1,830 1,855 1,890 2,172

要介護3 1,562 1,596 1,650 1,693 1,737 2,006

要介護4 1,204 1,221 1,242 1,257 1,297 1,483

要介護5 801 802 820 838 855 962

14.6% 14.8% 15.0% 15.2% 15.5% 17.8%

総数

認定率

総数

認定率

総数

峡東圏域

峡南圏域

富士・東部圏域

認定率
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介護予防サービス・介護サービス見込量（全県） 

 
※全県の見込量は、各市町村の見込量を集計した数値。端数処理の関係で各圏域の合計と合わない場合があります。 

出典：厚生労働省「見える化」システム 

（年間）

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
伸び率

※１ 令和7年度
伸び率

※２ 令和22年度
伸び率

※２

（１）介護予防サービス

介護予防訪問入浴介護 回数（回） 138 142 142 142 102.6% 142 102.6% 142 102.6%

介護予防訪問看護 回数（回） 14,118 15,605 16,205 16,754 114.7% 17,664 125.1% 19,506 138.2%

介護予防訪問リハビリテーション 回数（回） 23,606 25,884 27,169 28,216 114.8% 30,026 127.2% 35,444 150.1%

介護予防居宅療養管理指導 人数（人） 1,308 1,572 1,668 1,788 128.1% 1,824 139.4% 1,968 150.5%

介護予防通所リハビリテーション 人数（人） 8,160 8,496 8,736 9,060 107.4% 9,300 114.0% 10,152 124.4%

介護予防短期入所生活介護 日数（日） 2,855 3,330 3,330 3,431 117.8% 3,815 133.6% 3,840 134.5%

介護予防短期入所療養介護（老健） 日数（日） 322 280 280 280 86.9% 280 86.9% 280 86.9%

介護予防短期入所療養介護（病院等） 日数（日） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

介護予防短期入所療養介護(介護医療院) 日数（日） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

介護予防福祉用具貸与 人数（人） 25,740 26,460 27,360 28,176 106.2% 28,632 111.2% 30,540 118.6%

特定介護予防福祉用具購入費 人数（人） 708 708 756 816 107.3% 840 118.6% 900 127.1%

介護予防住宅改修 人数（人） 564 732 732 792 133.3% 792 140.4% 852 151.1%

介護予防特定施設入居者生活介護 人数（人） 432 456 504 516 113.9% 516 119.4% 552 127.8%

（２）地域密着型介護予防サービス

介護予防認知症対応型通所介護 回数（回） 0 192 192 192 － 192 － 192 －

介護予防小規模多機能型居宅介護 人数（人） 360 516 564 588 154.4% 564 156.7% 600 166.7%

介護予防認知症対応型共同生活介護 人数（人） 0 12 12 12 － 12 － 12 －

（３）介護予防支援 人数（人） 33,156 34,776 35,868 36,936 108.2% 37,548 113.2% 40,212 121.3%

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
伸び率

※１ 令和7年度
伸び率

※２ 令和22年度
伸び率

※２

（１）居宅サービス

訪問介護 回数（回） 1,305,389 1,361,869 1,388,826 1,412,155 106.3% 1,419,520 108.7% 1,616,002 123.8%

訪問入浴介護 回数（回） 29,279 29,050 29,154 29,845 100.2% 29,155 99.6% 32,712 111.7%

訪問看護 回数（回） 200,459 208,165 213,308 218,760 106.5% 222,498 111.0% 261,722 130.6%

訪問リハビリテーション 回数（回） 171,352 174,380 178,500 181,262 103.9% 184,270 107.5% 214,536 125.2%

居宅療養管理指導 人数（人） 28,608 30,060 31,104 32,004 108.6% 32,688 114.3% 37,020 129.4%

通所介護 回数（回） 1,234,117 1,295,153 1,331,254 1,368,588 107.9% 1,401,998 113.6% 1,608,925 130.4%

通所リハビリテーション 回数（回） 272,122 290,670 295,159 300,184 108.5% 305,612 112.3% 347,700 127.8%

短期入所生活介護 日数（日） 692,593 700,889 717,503 729,023 103.4% 744,720 107.5% 857,875 123.9%

短期入所療養介護（老健） 日数（日） 12,786 14,966 15,878 16,447 123.3% 16,369 128.0% 19,118 149.5%

短期入所療養介護（病院等） 日数（日） 12,569 13,453 13,714 13,820 108.7% 14,027 111.6% 16,706 132.9%

短期入所療養介護(介護医療院) 日数（日） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

福祉用具貸与 人数（人） 155,364 158,496 161,484 164,892 104.0% 167,100 107.6% 192,852 124.1%

特定福祉用具購入費 人数（人） 2,976 2,694 2,742 2,814 92.4% 2,754 92.5% 3,174 106.7%

住宅改修費 人数（人） 1,572 1,614 1,674 1,734 106.5% 1,758 111.8% 1,962 124.8%

特定施設入居者生活介護 人数（人） 4,536 5,016 5,592 5,964 121.8% 6,444 142.1% 6,852 151.1%

（２）地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数（人） 1,932 2,172 2,592 2,796 130.4% 3,084 159.6% 3,792 196.3%

夜間対応型訪問介護 人数（人） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

地域密着型通所介護 回数（回） 564,295 592,949 610,600 628,186 108.2% 637,219 112.9% 732,455 129.8%

認知症対応型通所介護 回数（回） 39,046 43,888 46,800 48,122 118.5% 48,721 124.8% 54,766 140.3%

小規模多機能型居宅介護 人数（人） 6,072 6,924 7,092 7,584 118.6% 7,896 130.0% 8,604 141.7%

認知症対応型共同生活介護 人数（人） 12,312 13,260 13,968 13,992 111.6% 14,232 115.6% 15,408 125.1%

地域密着型特定施設入居者生活介護 人数（人） 1,272 1,356 1,608 1,620 120.1% 1,680 132.1% 1,788 140.6%

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人数（人） 18,912 19,788 20,544 21,408 108.8% 22,428 118.6% 24,744 130.8%

看護小規模多機能型居宅介護 人数（人） 660 1,404 2,256 2,880 330.3% 3,060 463.6% 3,420 518.2%

（３）施設サービス

介護老人福祉施設 人数（人） 43,128 44,220 45,108 45,732 104.4% 47,448 110.0% 52,824 122.5%

介護老人保健施設 人数（人） 34,092 34,320 34,620 34,800 101.4% 35,712 104.8% 40,236 118.0%

介護医療院 人数（人） 1,608 2,124 2,892 3,300 172.4% 3,588 223.1% 3,768 234.3%

介護療養型医療施設 人数（人） 588 648 432 204 72.8%

（４）居宅介護支援 人数（人） 249,192 253,104 256,692 260,400 103.0% 263,700 105.8% 301,848 121.1%

※１：第8期平均値/令和2年度の値*100 ※２：令和7（22）年度の値/令和2年度の値*100
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介護予防サービス・介護サービス見込量（中北圏域） 

 
 

（年間）

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
伸び率
※１ 令和7年度

伸び率
※２ 令和22年度

伸び率
※２

（１）介護予防サービス

介護予防訪問入浴介護 回数（回） 94 44 44 44 47.4% 44 47.4% 44 47.4%

介護予防訪問看護 回数（回） 7,486 8,662 9,156 9,562 121.9% 10,290 137.5% 11,741 156.8%

介護予防訪問リハビリテーション 回数（回） 13,397 13,787 14,570 15,571 109.3% 17,092 127.6% 20,760 155.0%

介護予防居宅療養管理指導 人数（人） 720 792 864 948 120.6% 1,008 140.0% 1,152 160.0%

介護予防通所リハビリテーション 人数（人） 4,068 4,236 4,404 4,644 108.8% 4,812 118.3% 5,412 133.0%

介護予防短期入所生活介護 日数（日） 917 1,376 1,376 1,477 153.8% 1,477 161.1% 1,729 188.6%

介護予防短期入所療養介護（老健） 日数（日） 190 235 235 235 124.1% 235 124.1% 235 124.1%

介護予防短期入所療養介護（病院等） 日数（日） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

介護予防短期入所療養介護(介護医療院) 日数（日） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

介護予防福祉用具貸与 人数（人） 11,712 11,784 12,276 12,756 104.8% 12,996 111.0% 14,196 121.2%

特定介護予防福祉用具購入費 人数（人） 324 324 348 372 107.4% 372 114.8% 396 122.2%

介護予防住宅改修 人数（人） 300 336 336 372 116.0% 372 124.0% 384 128.0%

介護予防特定施設入居者生活介護 人数（人） 168 216 252 252 142.9% 264 157.1% 288 171.4%

（２）地域密着型介護予防サービス 0 0 0 0

介護予防認知症対応型通所介護 回数（回） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

介護予防小規模多機能型居宅介護 人数（人） 132 144 156 168 118.2% 168 127.3% 168 127.3%

介護予防認知症対応型共同生活介護 人数（人） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

（３）介護予防支援 人数（人） 15,912 16,704 17,328 18,024 109.0% 18,348 115.3% 20,040 125.9%

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
伸び率

※１ 令和7年度
伸び率

※２ 令和22年度
伸び率

※２

（１）居宅サービス

訪問介護 回数（回） 767,066 792,528 805,981 817,804 105.0% 828,840 108.1% 967,319 126.1%

訪問入浴介護 回数（回） 12,292 13,519 13,646 14,058 111.8% 14,098 114.7% 17,464 142.1%

訪問看護 回数（回） 116,634 122,171 125,593 129,146 107.7% 132,320 113.4% 160,274 137.4%

訪問リハビリテーション 回数（回） 98,346 97,625 100,177 102,221 101.7% 104,510 106.3% 125,312 127.4%

居宅療養管理指導 人数（人） 16,524 17,184 18,060 18,696 108.8% 19,260 116.6% 22,272 134.8%

通所介護 回数（回） 621,478 658,885 678,511 700,494 109.3% 720,166 115.9% 857,254 137.9%

通所リハビリテーション 回数（回） 162,308 174,818 177,905 181,165 109.6% 185,368 114.2% 217,682 134.1%

短期入所生活介護 日数（日） 421,937 439,198 454,549 464,093 107.3% 477,733 113.2% 566,588 134.3%

短期入所療養介護（老健） 日数（日） 7,061 7,745 8,161 8,221 113.9% 8,303 117.6% 10,338 146.4%

短期入所療養介護（病院等） 日数（日） 9,446 10,796 11,026 11,124 116.3% 11,335 120.0% 13,428 142.1%

短期入所療養介護(介護医療院) 日数（日） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

福祉用具貸与 人数（人） 81,588 83,892 85,896 87,900 105.3% 89,856 110.1% 107,616 131.9%

特定福祉用具購入費 人数（人） 1,848 1,440 1,440 1,452 78.1% 1,464 79.2% 1,752 94.8%

住宅改修費 人数（人） 1,008 840 840 876 84.5% 900 89.3% 1,032 102.4%

特定施設入居者生活介護 人数（人） 2,316 2,376 2,844 3,132 120.2% 3,576 154.4% 3,852 166.3%

（２）地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数（人） 1,428 1,356 1,752 1,896 116.8% 1,992 139.5% 2,592 181.5%

夜間対応型訪問介護 人数（人） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

地域密着型通所介護 回数（回） 344,842 351,290 361,036 371,592 104.8% 381,156 110.5% 461,600 133.9%

認知症対応型通所介護 回数（回） 19,494 21,014 21,906 22,528 111.9% 23,320 119.6% 27,396 140.5%

小規模多機能型居宅介護 人数（人） 3,012 3,228 3,300 3,720 113.4% 3,828 127.1% 4,152 137.8%

認知症対応型共同生活介護 人数（人） 7,836 8,172 8,496 8,508 107.1% 8,652 110.4% 9,552 121.9%

地域密着型特定施設入居者生活介護 人数（人） 552 552 552 552 100.0% 552 100.0% 552 100.0%

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人数（人） 8,904 9,360 9,360 9,828 106.9% 10,464 117.5% 12,216 137.2%

看護小規模多機能型居宅介護 人数（人） 660 1,056 1,560 1,836 224.8% 2,016 305.5% 2,376 360.0%

（３）施設サービス

介護老人福祉施設 人数（人） 19,632 19,968 20,316 20,628 103.4% 21,768 110.9% 24,780 126.2%

介護老人保健施設 人数（人） 15,540 15,672 15,804 15,888 101.6% 16,272 104.7% 18,840 121.2%

介護医療院 人数（人） 1,248 1,296 1,524 1,692 120.5% 1,812 145.2% 1,944 155.8%

介護療養型医療施設 人数（人） 288 348 240 120 81.9%

（４）居宅介護支援 人数（人） 136,656 139,320 141,288 142,956 103.3% 145,944 106.8% 172,704 126.4%

※１：第8期平均値/令和2年度の値*100 ※２：令和7（22）年度の値/令和2年度の値*100
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介護予防サービス・介護サービス見込量（峡東圏域） 

 

（年間）

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
伸び率
※１ 令和7年度

伸び率
※２ 令和22年度

伸び率
※２

（１）介護予防サービス

介護予防訪問入浴介護 回数（回） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

介護予防訪問看護 回数（回） 2,452 2,453 2,522 2,630 103.4% 2,618 106.8% 2,851 116.3%

介護予防訪問リハビリテーション 回数（回） 5,753 7,226 7,547 7,715 130.3% 7,823 136.0% 9,278 161.3%

介護予防居宅療養管理指導 人数（人） 252 312 312 324 125.4% 288 114.3% 300 119.0%

介護予防通所リハビリテーション 人数（人） 2,148 2,100 2,148 2,160 99.4% 2,196 102.2% 2,352 109.5%

介護予防短期入所生活介護 日数（日） 302 288 288 288 95.2% 672 222.2% 672 222.2%

介護予防短期入所療養介護（老健） 日数（日） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

介護予防短期入所療養介護（病院等） 日数（日） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

介護予防短期入所療養介護(介護医療院) 日数（日） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

介護予防福祉用具貸与 人数（人） 6,240 6,552 6,768 6,888 107.9% 7,044 112.9% 7,752 124.2%

特定介護予防福祉用具購入費 人数（人） 180 144 156 156 84.4% 204 113.3% 216 120.0%

介護予防住宅改修 人数（人） 120 132 132 132 110.0% 132 110.0% 156 130.0%

介護予防特定施設入居者生活介護 人数（人） 144 132 144 156 100.0% 144 100.0% 156 108.3%

（２）地域密着型介護予防サービス

介護予防認知症対応型通所介護 回数（回） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

介護予防小規模多機能型居宅介護 人数（人） 72 84 84 96 122.2% 72 100.0% 96 133.3%

介護予防認知症対応型共同生活介護 人数（人） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

（３）介護予防支援 人数（人） 7,920 8,088 8,292 8,448 104.5% 8,640 109.1% 9,492 119.8%

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
伸び率
※１ 令和7年度

伸び率
※２ 令和22年度

伸び率
※２

（１）居宅サービス

訪問介護 回数（回） 191,970 188,296 189,595 190,674 98.7% 187,487 97.7% 212,428 110.7%

訪問入浴介護 回数（回） 5,896 5,044 4,858 4,865 83.5% 4,704 79.8% 5,410 91.8%

訪問看護 回数（回） 28,376 28,805 29,533 29,674 103.4% 29,839 105.2% 35,444 124.9%

訪問リハビリテーション 回数（回） 45,528 46,132 47,387 47,650 103.4% 48,229 105.9% 55,992 123.0%

居宅療養管理指導 人数（人） 5,760 5,844 5,856 5,904 101.9% 5,976 103.8% 6,756 117.3%

通所介護 回数（回） 238,756 245,747 252,203 255,512 105.2% 255,460 107.0% 293,198 122.8%

通所リハビリテーション 回数（回） 40,130 40,522 41,134 41,585 102.4% 41,730 104.0% 46,213 115.2%

短期入所生活介護 日数（日） 127,499 121,447 120,673 119,490 94.5% 121,042 94.9% 145,837 114.4%

短期入所療養介護（老健） 日数（日） 1,676 1,850 1,846 1,934 112.0% 1,842 109.9% 2,212 131.9%

短期入所療養介護（病院等） 日数（日） 2,609 2,083 2,090 2,094 80.1% 2,128 81.6% 2,714 104.0%

短期入所療養介護(介護医療院) 日数（日） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

福祉用具貸与 人数（人） 26,112 25,956 26,052 26,160 99.8% 26,412 101.1% 30,960 118.6%

特定福祉用具購入費 人数（人） 420 444 444 444 105.7% 396 94.3% 444 105.7%

住宅改修費 人数（人） 144 180 192 192 130.6% 192 133.3% 228 158.3%

特定施設入居者生活介護 人数（人） 1,248 1,296 1,320 1,320 105.1% 1,344 107.7% 1,512 121.2%

（２）地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数（人） 192 300 312 348 166.7% 528 275.0% 588 306.3%

夜間対応型訪問介護 人数（人） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

地域密着型通所介護 回数（回） 64,240 65,280 67,421 69,062 104.7% 68,663 106.9% 80,041 124.6%

認知症対応型通所介護 回数（回） 5,519 6,720 6,782 6,877 123.1% 6,568 119.0% 7,202 130.5%

小規模多機能型居宅介護 人数（人） 1,224 1,248 1,272 1,284 103.6% 1,512 123.5% 1,740 142.2%

認知症対応型共同生活介護 人数（人） 2,184 2,688 2,700 2,712 123.6% 2,832 129.7% 2,988 136.8%

地域密着型特定施設入居者生活介護 人数（人） 708 792 1,044 1,056 136.2% 1,116 157.6% 1,224 172.9%

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人数（人） 3,960 4,332 4,380 4,764 113.4% 4,980 125.8% 5,520 139.4%

看護小規模多機能型居宅介護 人数（人） 0 348 348 696 － 696 － 696 －

（３）施設サービス

介護老人福祉施設 人数（人） 8,064 8,208 8,328 8,424 103.2% 8,844 109.7% 10,236 126.9%

介護老人保健施設 人数（人） 5,796 5,796 5,796 5,808 100.1% 6,012 103.7% 7,020 121.1%

介護医療院 人数（人） 144 156 336 420 211.1% 420 291.7% 420 291.7%

介護療養型医療施設 人数（人） 0 0 0 0 －

（４）居宅介護支援 人数（人） 41,592 41,268 41,532 42,168 100.2% 42,588 102.4% 49,776 119.7%

※１：第8期平均値/令和2年度の値*100 ※２：令和7（22）年度の値/令和2年度の値*100
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介護予防サービス・介護サービス見込量（峡南圏域） 

 

（年間）

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
伸び率
※１ 令和7年度

伸び率
※２ 令和22年度

伸び率
※２

（１）介護予防サービス

介護予防訪問入浴介護 回数（回） 44 97 97 97 218.9% 97 218.9% 97 218.9%

介護予防訪問看護 回数（回） 1,324 1,519 1,519 1,519 114.8% 1,451 109.6% 1,367 103.3%

介護予防訪問リハビリテーション 回数（回） 1,956 2,281 2,370 2,236 117.4% 2,351 120.2% 2,039 104.2%

介護予防居宅療養管理指導 人数（人） 144 204 228 240 155.6% 240 166.7% 204 141.7%

介護予防通所リハビリテーション 人数（人） 624 708 708 708 113.5% 696 111.5% 624 100.0%

介護予防短期入所生活介護 日数（日） 1,039 982 982 982 94.5% 982 94.5% 692 66.6%

介護予防短期入所療養介護（老健） 日数（日） 132 44 44 44 33.6% 44 33.6% 44 33.6%

介護予防短期入所療養介護（病院等） 日数（日） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

介護予防短期入所療養介護(介護医療院) 日数（日） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

介護予防福祉用具貸与 人数（人） 2,748 2,784 2,772 2,808 101.5% 2,796 101.7% 2,376 86.5%

特定介護予防福祉用具購入費 人数（人） 60 84 84 84 140.0% 84 140.0% 84 140.0%

介護予防住宅改修 人数（人） 60 84 84 96 146.7% 84 140.0% 84 140.0%

介護予防特定施設入居者生活介護 人数（人） 72 60 60 60 83.3% 60 83.3% 60 83.3%

（２）地域密着型介護予防サービス

介護予防認知症対応型通所介護 回数（回） 0 180 180 180 － 180 － 180 －

介護予防小規模多機能型居宅介護 人数（人） 0 12 12 12 － 12 － 12 －

介護予防認知症対応型共同生活介護 人数（人） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

（３）介護予防支援 人数（人） 3,276 3,516 3,528 3,516 107.4% 3,468 105.9% 2,988 91.2%

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
伸び率

※１ 令和7年度
伸び率

※２ 令和22年度
伸び率

※２

（１）居宅サービス

訪問介護 回数（回） 79,889 89,096 88,636 87,118 110.5% 86,384 108.1% 65,237 81.7%

訪問入浴介護 回数（回） 5,239 3,245 3,215 3,107 60.9% 2,987 57.0% 1,541 29.4%

訪問看護 回数（回） 13,110 13,080 13,310 13,517 101.5% 12,754 97.3% 11,131 84.9%

訪問リハビリテーション 回数（回） 7,980 8,242 8,216 7,954 102.0% 7,651 95.9% 6,414 80.4%

居宅療養管理指導 人数（人） 1,740 1,980 2,040 2,136 117.9% 2,148 123.4% 2,088 120.0%

通所介護 回数（回） 92,760 94,771 93,960 93,629 101.5% 91,874 99.0% 74,394 80.2%

通所リハビリテーション 回数（回） 23,644 24,662 24,808 24,623 104.5% 24,596 104.0% 20,502 86.7%

短期入所生活介護 日数（日） 56,665 56,250 57,278 57,173 100.4% 55,212 97.4% 41,387 73.0%

短期入所療養介護（老健） 日数（日） 2,558 2,674 2,748 2,622 104.8% 2,531 98.9% 2,322 90.8%

短期入所療養介護（病院等） 日数（日） 514 574 598 602 115.1% 564 109.8% 564 109.8%

短期入所療養介護(介護医療院) 日数（日） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

福祉用具貸与 人数（人） 12,228 11,604 11,592 11,544 94.7% 11,268 92.1% 8,544 69.9%

特定福祉用具購入費 人数（人） 144 144 156 156 105.6% 156 108.3% 132 91.7%

住宅改修費 人数（人） 72 108 120 120 161.1% 108 150.0% 108 150.0%

特定施設入居者生活介護 人数（人） 300 408 432 456 144.0% 432 144.0% 360 120.0%

（２）地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数（人） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

夜間対応型訪問介護 人数（人） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

地域密着型通所介護 回数（回） 68,531 73,312 74,124 73,458 107.4% 72,143 105.3% 59,713 87.1%

認知症対応型通所介護 回数（回） 4,424 4,589 4,789 4,784 106.7% 4,676 105.7% 4,604 104.1%

小規模多機能型居宅介護 人数（人） 312 360 396 408 124.4% 408 130.8% 384 123.1%

認知症対応型共同生活介護 人数（人） 744 732 732 732 98.4% 720 96.8% 684 91.9%

地域密着型特定施設入居者生活介護 人数（人） 12 12 12 12 100.0% 12 100.0% 12 100.0%

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人数（人） 1,548 1,716 1,716 1,716 110.9% 1,632 105.4% 1,404 90.7%

看護小規模多機能型居宅介護 人数（人） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

（３）施設サービス

介護老人福祉施設 人数（人） 5,328 5,424 5,556 5,580 103.6% 5,532 103.8% 5,412 101.6%

介護老人保健施設 人数（人） 4,392 4,440 4,428 4,440 101.0% 4,416 100.5% 4,188 95.4%

介護医療院 人数（人） 0 36 36 36 － 60 － 60 －

介護療養型医療施設 人数（人） 12 12 12 12 100.0%

（４）居宅介護支援 人数（人） 19,860 19,128 18,840 18,636 95.0% 18,192 91.6% 14,292 72.0%

※１：第8期平均値/令和2年度の値*100 ※２：令和7（22）年度の値/令和2年度の値*100
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介護予防サービス・介護サービス見込量（富士・東部圏域） 

 

（年間）

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
伸び率

※１ 令和7年度
伸び率

※２ 令和22年度
伸び率

※２

（１）介護予防サービス

介護予防訪問入浴介護 回数（回） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

介護予防訪問看護 回数（回） 2,857 2,971 3,007 3,043 105.2% 3,305 115.7% 3,547 124.1%

介護予防訪問リハビリテーション 回数（回） 2,501 2,590 2,682 2,694 106.2% 2,761 110.4% 3,367 134.6%

介護予防居宅療養管理指導 人数（人） 192 264 264 276 139.6% 288 150.0% 312 162.5%

介護予防通所リハビリテーション 人数（人） 1,320 1,452 1,476 1,548 113.0% 1,596 120.9% 1,764 133.6%

介護予防短期入所生活介護 日数（日） 596 684 684 684 114.7% 684 114.7% 746 125.2%

介護予防短期入所療養介護（老健） 日数（日） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

介護予防短期入所療養介護（病院等） 日数（日） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

介護予防短期入所療養介護(介護医療院) 日数（日） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

介護予防福祉用具貸与 人数（人） 5,040 5,340 5,544 5,724 109.8% 5,796 115.0% 6,216 123.3%

特定介護予防福祉用具購入費 人数（人） 144 156 168 204 122.2% 180 125.0% 204 141.7%

介護予防住宅改修 人数（人） 84 180 180 192 219.0% 204 242.9% 228 271.4%

介護予防特定施設入居者生活介護 人数（人） 48 48 48 48 100.0% 48 100.0% 48 100.0%

（２）地域密着型介護予防サービス

介護予防認知症対応型通所介護 回数（回） 0 12 12 12 － 12 － 12 －

介護予防小規模多機能型居宅介護 人数（人） 156 276 312 312 192.3% 312 200.0% 324 207.7%

介護予防認知症対応型共同生活介護 人数（人） 0 12 12 12 － 12 － 12 －

（３）介護予防支援 人数（人） 6,048 6,468 6,720 6,948 111.0% 7,092 117.3% 7,692 127.2%

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
伸び率

※１ 令和7年度
伸び率

※２ 令和22年度
伸び率

※２

（１）居宅サービス

訪問介護 回数（回） 266,464 291,949 304,614 316,560 114.2% 316,808 118.9% 371,018 139.2%

訪問入浴介護 回数（回） 5,852 7,242 7,435 7,816 128.1% 7,367 125.9% 8,298 141.8%

訪問看護 回数（回） 42,338 44,110 44,872 46,423 106.6% 47,585 112.4% 54,872 129.6%

訪問リハビリテーション 回数（回） 19,498 22,382 22,720 23,438 117.2% 23,879 122.5% 26,818 137.5%

居宅療養管理指導 人数（人） 4,584 5,052 5,148 5,268 112.5% 5,304 115.7% 5,904 128.8%

通所介護 回数（回） 281,124 295,750 306,580 318,953 109.2% 334,499 119.0% 384,079 136.6%

通所リハビリテーション 回数（回） 46,039 50,668 51,313 52,811 112.1% 53,918 117.1% 63,302 137.5%

短期入所生活介護 日数（日） 86,492 83,994 85,002 88,267 99.1% 90,733 104.9% 104,063 120.3%

短期入所療養介護（老健） 日数（日） 1,490 2,698 3,124 3,670 212.3% 3,694 247.8% 4,247 284.9%

短期入所療養介護（病院等） 日数（日） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

短期入所療養介護(介護医療院) 日数（日） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

福祉用具貸与 人数（人） 35,436 37,044 37,944 39,288 107.5% 39,564 111.6% 45,732 129.1%

特定福祉用具購入費 人数（人） 564 666 702 762 125.9% 738 130.9% 846 150.0%

住宅改修費 人数（人） 348 486 522 546 148.9% 558 160.3% 594 170.7%

特定施設入居者生活介護 人数（人） 672 936 996 1,056 148.2% 1,092 162.5% 1,128 167.9%

（２）地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数（人） 312 516 528 552 170.5% 564 180.8% 612 196.2%

夜間対応型訪問介護 人数（人） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

地域密着型通所介護 回数（回） 86,683 103,067 108,019 114,073 125.0% 115,258 133.0% 131,100 151.2%

認知症対応型通所介護 回数（回） 9,608 11,564 13,322 13,933 134.7% 14,158 147.3% 15,563 162.0%

小規模多機能型居宅介護 人数（人） 1,524 2,088 2,124 2,172 139.6% 2,148 140.9% 2,328 152.8%

認知症対応型共同生活介護 人数（人） 1,548 1,668 2,040 2,040 123.8% 2,028 131.0% 2,184 141.1%

地域密着型特定施設入居者生活介護 人数（人） 0 0 0 0 － 0 － 0 －

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人数（人） 4,500 4,380 5,088 5,100 107.9% 5,352 118.9% 5,604 124.5%

看護小規模多機能型居宅介護 人数（人） 0 0 348 348 － 348 － 348 －

（３）施設サービス

介護老人福祉施設 人数（人） 10,104 10,620 10,908 11,100 107.6% 11,304 111.9% 12,396 122.7%

介護老人保健施設 人数（人） 8,364 8,412 8,592 8,664 102.3% 9,012 107.7% 10,188 121.8%

介護医療院 人数（人） 216 636 996 1,152 429.6% 1,296 600.0% 1,344 622.2%

介護療養型医療施設 人数（人） 288 288 180 72 62.5%

（４）居宅介護支援 人数（人） 51,084 53,388 55,032 56,640 107.7% 56,976 111.5% 65,076 127.4%

※１：第8期平均値/令和2年度の値*100 ※２：令和7（22）年度の値/令和2年度の値*100
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【施設整備の計画等】 

①  施設・居住系サービス整備計画 

施設・居住系サービスの整備については、可能な限り住み慣れた地域でその有する能力

に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、地域密着型サービスの提供体制の更な

る充実を図ります。 

また、整備が必要な特別養護老人ホームについては、国の支援制度を活用した地域密着

型の整備を図りつつ、一定の条件の下での広域型併設ショートステイの特養転換による広

域型特別養護老人ホームの増床及び有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅の特定

施設入居者生活介護の指定を行います。 

各市町村では、この方針に基づき、高齢者実態調査や介護サービス利用者数の将来推計

等から利用見込量を算出し、その結果を基に、計画期間に必要となる施設・居住系サービ

スの整備を計画し、県では、市町村の整備計画の積み上げから、全県で必要な施設・居住

系サービスの定員総数を整理し、整備計画を定めました。 

施設・居住系サービス整備計画 

 
※介護医療院の数値は、介護療養型医療施設等からの転換以外の数値。 

(単位：人)

令和3年度 令和4年度 令和5年度

介護老人福祉施設 3,511 3,581 3,621 3,658

　(特別養護老人ホーム） 中北 1,768 1,808 1,808 1,832

峡東 650 660 670 678

峡南 410 410 420 420

富士・東部 683 703 723 728

地域密着型介護老人福祉施設 1,661 1,661 1,748 1,835

入所者生活介護 中北 792 792 792 879

　(小規模の特別養護老人 峡東 368 368 397 397

 　ホーム) 峡南 143 143 143 143

富士・東部 358 358 416 416

介護老人保健施設 2,790 2,790 2,790 2,790

　(定員30人以上） 中北 1,386 1,386 1,386 1,386

峡東 510 510 510 510

峡南 324 324 324 324

富士・東部 570 570 570 570

介護老人保健施設 29 29 29 29

　(定員29人以下） 中北 29 29 29 29

峡東 0 0 0 0

峡南 0 0 0 0

富士・東部 0 0 0 0

介護医療院 114 114 114 114

中北 114 114 114 114

峡東 0 0 0 0

峡南 0 0 0 0

富士・東部 0 0 0 0

介護療養型医療施設 26 26 26 26

　(医療機関の療養病床の 中北 26

　 うち介護保険適用部分) 峡東 0

峡南 0

富士・東部 0

サービス種別・圏域 定員数
(令和2年度末見込)

必要入所（定員）総数

施
設
サ
ー
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ス
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※ 混合型特定施設の令和 2 年度末（見込）及び必要入所（定員）総数は、特定施設入居者生活介護を利用すると見込まれる推定利用定員であり、   

（ ）の母体施設の総定員数の 70％とした。 

※ 混合型特定施設は養護老人ホームにおける床数を含まない。 

 

（参考）在宅系サービス整備計画 

 

 

 

 

 

 

(単位：人)

令和3年度 令和4年度 令和5年度

認知症対応型共同生活介護 1,139 1,139 1,193 1,193

　(認知症グループホーム) 中北 713 713 740 740
峡東 231 231 231 231
峡南 60 60 60 60
富士・東部 135 135 162 162

介護専用型特定施設 43 43 83 141

入居者生活介護 中北 0 0 40 98
　(介護専用型の介護付有料 峡東 43 43 43 43
 　老人ホーム) 峡南 0 0 0 0

富士・東部 0 0 0 0

地域密着型特定施設 131 131 151 151

入居者生活介護 中北 58 58 58 58
　(小規模の介護付有料老人 峡東 73 73 93 93
 　ホーム) 峡南 0 0 0 0

富士・東部 0 0 0 0

混合型特定施設 297（430） 297（430） 297（430） 297（430）

入居者生活介護 中北 93（134） 93(134) 93(134) 93(134)
　(介護専用型以外の介護付 峡東 204（296） 204(296) 204(296) 204(296)
 　有料老人ホーム) 峡南 0 0 0 0

富士・東部 0 0 0 0

居
住
系
サ
ー
ビ
ス

サービス種別・圏域 定員数
(令和2年度末見込)

必要入所（定員）総数

(単位：箇所)

令和2年度末見込 令和3年度 令和4年度 令和5年度

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 8 2 1 1

中北 5 1 1
峡東 1 1 1
峡南
富士・東部 2

小規模多機能型居宅介護 29 1 1 1

中北 13 1
峡東 6 1
峡南 2
富士・東部 8 1

看護小規模多機能型居宅介護 5 0 3 2

（旧複合型サービス） 中北 4 1 2
峡東 1 1
峡南
富士・東部 1

サービス種別・圏域
事業所数
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②  施設改築及び改修の目標 

従来型の既存施設については、公的な助成措置等を行い、個室ユニット化を基本とした

プライバシーに配慮した施設整備への改築及び改修を促進するため、次のとおり目標を定

めます。 

介護保険法の規定に基づき厚生労働大臣が定める指針において、令和 7 年度における特

別養護老人ホームの総定員数に占める個室ユニット型施設の定員数の割合は 70％以上、

介護老人保健施設及び介護療養型医療施設は 50％以上とされているため、これを目標と

するものです。 

 

特別養護老人ホーム等における生活環境の改善（個室ユニット型施設の整備目標） 

 

 

  

定員数
（人）

ユニット型
居室定員数

（人）

ユニット化率
（％）

介護老人福祉施設 3,511 1,270 36.2

(特別養護老人ホーム） 中北 1,768 655 37.0
峡東 650 254 39.1
峡南 410 120 29.3
富士・東部 683 241 35.3

地域密着型介護老人福祉施設 1,661 1,642 98.9

入所者生活介護 中北 792 792 100.0
(小規模の特別養護老人 峡東 368 368 100.0
ホーム） 峡南 143 143 100.0

富士・東部 358 339 94.7

5,172 2,912 56.3 70%以上

介護老人保健施設 2,819 50 1.8

中北 1,415 50 3.5
峡東 510 0 0.0
峡南 324 0 0.0
富士・東部 570 0 0.0

介護療養型医療施設 26 0 0.0

中北 26 0 0
峡東 0 0 -
峡南 0 0 -
富士・東部 0 0 -

8,017 2,962 36.9 50%以上合　　計

施設種別・圏域

令和2年度末見込 令和7年度
ユニット化率の

目標
（参酌標準）

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム

小　　計



第３章 基本目標と施策の展開 

44 

③  養護老人ホーム、軽費老人ホーム、生活支援ハウス10の整備 

養護老人ホームや軽費老人ホーム、生活支援ハウスは、様々な理由により在宅生活が

困難となった高齢者の生活の場として重要な役割を担っており、市町村の市町村老人福

祉計画における利用見込量から必要な定員数を定めています。 

現在の入所の状況をみると入所定員を下回っており、特に養護老人ホームについては、

入所対象者の減少や他の入所施設等の利用など利用サービスの多様化等により、入所者

数は減少傾向にあります。 

引き続き、入所状況や地域ニーズ等に十分配慮しながら、必要な定員数を確保してい

きます。 

 

養護老人ホーム、軽費老人ホーム、生活支援ハウスの整備状況 

区域 

・圏域 

令和 2 年度末定員及び令和 5 年度入所見込 

養護老人ホーム 
軽費老人ホーム 

（経過的軽費老人ホームを含む） 

生活支援ハウス 

（高齢者生活福祉センター） 

施設数 

（箇所） 

入所定員 

（人） 

入所見込 

（人） 

施設数 

（箇所） 

入所定員 

（人） 

入所見込 

（人） 

施設数 

（箇所） 

入所定員 

（人） 

入所見込 

（人） 

中 北 4 270 226 9 450 406 1 9 0 

峡 東 3 175 74 3 150 135 0 0 0 

峡 南 2 70 51 2 100 101 1 3 0 

富士・東部 0 0 37 1 30 58 2 15 3 

県計 9 515 388 15 730 700 4 27 3 

※ 平成 20 年 6 月 1 日の制度改正により、従来の軽費老人ホーム A 型は経過的軽費老人ホームとされた。 

※ 定員数は、施設所在地の属する圏域に計上しているが、利用者は入所対象が県内全域であることから、入所見込量が圏域定数を超

える場合がある。 

 

  

                                                 

10 生活支援ハウス：独立して生活することに不安のある高齢者に対し、介護支援機能、居住機能及び交流機能を総合的

に提供する施設。 
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【４】 介護人材の確保・定着、資質向上 

【めざす姿】 

介護職員の人材育成や労働環境の改善、キャリアアップのための研修等が充実し、人材

の確保・定着、資質の向上が図られ、介護職員がやりがいをもって働いています。 

【現状と課題】 

  団塊の世代がすべて後期高齢者となる 2025 年、団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる

2040 年に向けて、特に介護需要が高まる 85 歳以上人口の増加とともに、担い手となる

生産年齢人口の急激な減少が見込まれています。 

厚生労働省の推計によると、本県の介護職員数は 13,689 人（令和元年 10 月 1 日現

在）で、今後も高齢化の進展等に伴い、介護サービスの利用者は増加し、更に介護人材が

必要となると見込まれています。 

しかし、介護分野の有効求人倍率や離職率は全産業の中でも高く、需要と供給のバラン

スが取れていない状況です。より良い介護サービスを提供するためには、介護人材の確保

を図るとともに職員の処遇など職場環境を改善し、介護サービス事業所等への定着を促進

する必要があります。 

 公益財団法人介護労働安定センターが公表した「令和元年度介護労働実態調査・山梨県

版」によると、事業所の 64.7%が「従業員が不足している」と回答するなど引き続き人手

不足感があり、中でも訪問介護員や介護職員の不足感が高くなっています。 

 また、労働条件等の悩み・不安・不満等として、「人手が足りない」「仕事内容のわり

に賃金が低い」などの回答が見られ、更に、介護関係の仕事をやめた理由として、「自分

の将来の見込みが立たなかったため」「職場の人間関係に問題があったため」などの回答

がありました。 

本県ではこれまで、介護現場の処遇改善や介護の質の向上のための研修のほか、介護の

仕事の魅力ややりがいの発信等を行い、介護職員の確保・定着と資質の向上を推進してき

ましたが、人材育成や職場環境の改善等の取り組みを更に強化する必要があります。 
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 令和元年度介護労働実態調査結果（山梨県版） 

 

従業員の過不足状況 

･･･全体では不足感（大いに不足＋不足＋やや不足）が 64.7％、「適当」が 33.8％ 

 
（注）PT･OT･ST 等 : PT（理学療法士）、OT（作業療法士）、ST（言語聴覚士）等の機能訓練指導員、以下同じ。 

(注)「＊」印があるデータは、サンプル数（回答数）が少なく（30 未満）参考値の位置付け。 

働く上での悩み、不安、不満等について（複数回答） 

･･･「人手が足りない」が58.6％ 

 

介護関係の仕事をやめた理由（複数回答） 

･･･「職場の人間関係に問題があったため」が22.6％ 

 
出典：「令和元年度 介護労働実態調査結果」 （公財）介護労働安定センター山梨県支部 
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山梨県の介護職員等の人数 
 （令和元年 10 月 1 日現在） 

 
※小数点以下を含めて合計人数を算出しているため、表中の各サービスの和とは一致しない。  

出典：「令和元年度介護サービス施設・事業所調査」（厚生労働省推計値）  

 

  

（単位：人）

うち介護
福祉士

うち介護
福祉士

13 ,689 2,680 1,103 11,009 4,915 2,826 7,909 24,424

介護老人福祉施設 1,809 － － 1,809 1,061 293 731 2,833

介護老人保健施設 858 － － 858 528 348 479 1,685

介護療養型医療施設
(介護医療院） 58 － － 58 27 66 55 179

地域密着型
介護老人福祉施設 1,005 － － 1,005 534 162 433 1,600

夜間対応型訪問介護 － － － － － － － －

認知症対応型通所介護 171 － － 171 52 28 106 305

小規模多機能型居宅介護 271 － － 271 138 39 78 388

認知症対応型共同生活介護 923 － － 923 317 － 238 1,161

地域密着型

特定施設入居者生活介護
46 － － 46 11 16 30 92

訪問介護 2,549 2,549 1,043 － － － 133 2,682

訪問入浴介護 77 77 21 － － 65 13 155

訪問看護ステーション － － － － － 409 137 546

通所介護 2,681 － － 2,681 756 522 1,588 4,791

短期入所生活介護 1,809 － － 1,809 987 356 863 3,028

特定施設入居者生活介護 179 － － 179 72 20 50 249

福祉用具貸与 － － － － － － 336 336

居宅介護支援 － － － － － － 1,101 1,101

介護予防支援 － － － － － 107 191 298

定期巡回・随時対応型

訪問介護看護
54 54 39 － － 17 48 119

地域密着型通所介護 1,174 － － 1,174 415 361 1,287 2,822

看護小規模多機能型

居宅介護
25 － － 25 17 17 12 54

合計
サービス種別

介護職員
その他の

職員
（相談員、

ケアマネ、

PT外）

うち訪問介護員 うち訪問介護員以外

合計

看
護
職
員
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【介護人材の長期的な需要と供給の推計】 

介護人材の確保・定着に関する取り組みを総合的に実施するためには、介護職員等の需給

推計を行い、その結果を踏まえて中長期的な視点で取り組みを講じていくことが重要です。 

「介護人材需給推計ワークシート」により推計したところ、介護職員の需要については、

市町村が見込んだ介護サービス等利用者数等の伸びにより、令和５年度は 15,027 人、令和

７年度は 15,264 人、令和 22 年度は 16,904 人となり、令和元年度の介護職員数 13,689

人と比べて３,200 人以上の増加が見込まれます。 

令和５年度介護職員等の需要見込み（山梨県） 

 
※小数点以下を含めて合計人数を算出しているため、表中の各サービスの和とは一致しない。  

出典：「令和元年度介護サービス施設・事業所調査」（厚生労働省推計値） 

（単位：人）

うち介護
福祉士

うち介護
福祉士

15 ,027 2,975 1,241 12,051 5,367 3,165 8,598 26,790

介護老人福祉施設 1,919 － － 1,919 1,126 311 776 3,006

介護老人保健施設 897 － － 897 552 364 501 1,761

介護療養型医療施設
(介護医療院）

79 － － 79 37 89 75 243

地域密着型介護老人福祉施設 1,201 － － 1,201 638 194 518 1,913

夜間対応型訪問介護 － － － － － － － －

認知症対応型通所介護 196 － － 196 60 32 122 350

小規模多機能型居宅介護 361 － － 361 184 52 104 517

認知症対応型共同生活介護 1,052 － － 1,052 361 － 271 1,323

地域密着型特定施設
入居者生活介護

70 － － 70 17 24 46 140

訪問介護 2,775 2,775 1,136 － － － 145 2,920

訪問入浴介護 86 86 24 － － 73 15 174

訪問看護ステーション － － － － － 459 154 613

通所介護 2,927 － － 2,927 825 570 1,734 5,231

短期入所生活介護 1,741 － － 1,741 950 343 830 2,914

特定施設入居者生活介護 242 － － 242 97 27 67 336

福祉用具貸与 － － － － － － 361 361

居宅介護支援 － － － － － － 1,125 1,125

介護予防支援 － － － － － 128 228 356

定期巡回・随時対応型

訪問介護看護
113 113 82 － － 36 101 250

地域密着型通所介護 1,252 － － 1,252 443 385 1,373 3,010

看護小規模多機能型居宅介護 116 － － 116 79 79 55 250

合計
サービス種別

介護職員 その他の
職員

（相談員、

ケアマネ、
PT外）

うち訪問介護員 うち訪問介護員以外

合計

看
護
職
員
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令和７年度介護職員等の需要見込み（山梨県） 

 
※小数点以下を含めて合計人数を算出しているため、表中の各サービスの和とは一致しない。  

出典：「令和元年度介護サービス施設・事業所調査」（厚生労働省推計値） 

 

 

 

 

 

（単位：人）

うち介護
福祉士

うち介護
福祉士

15 ,264 2,983 1,248 12,281 5,495 3,230 8,739 27,234

介護老人福祉施設 1,991 － － 1,991 1,168 323 805 3,119

介護老人保健施設 920 － － 920 566 373 514 1,807

介護療養型医療施設
(介護医療院） 85 － － 85 40 97 81 264

地域密着型介護老人福祉施設 1,259 － － 1,259 669 203 542 2,004

夜間対応型訪問介護 － － － － － － － －

認知症対応型通所介護 199 － － 199 60 33 123 354

小規模多機能型居宅介護 374 － － 374 190 54 108 535

認知症対応型共同生活介護 1,070 － － 1,070 367 － 276 1,345

地域密着型特定施設
入居者生活介護 72 － － 72 17 25 47 145

訪問介護 2,772 2,772 1,134 － － － 145 2,917

訪問入浴介護 85 85 23 － － 72 14 172

訪問看護ステーション － － － － － 468 157 625

通所介護 2,889 － － 2,889 815 563 1,711 5,163

短期入所生活介護 1,769 － － 1,769 965 348 844 2,961

特定施設入居者生活介護 259 － － 259 104 29 72 361

福祉用具貸与 － － － － － － 366 366

居宅介護支援 － － － － － － 1,140 1,140

介護予防支援 － － － － － 130 232 362

定期巡回・随時対応型

訪問介護看護
125 125 90 － － 39 111 276

地域密着型通所介護 1,271 － － 1,271 449 391 1,393 3,055

看護小規模多機能型居宅介護 123 － － 123 83 83 59 265

合計
サービス種別

介護職員 その他の
職員

（相談員、

ケアマネ、

PT外）

うち訪問介護員 うち訪問介護員以外

合計

看
護
職
員
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令和 22 年度介護職員等の需要見込み（山梨県） 

 
※小数点以下を含めて合計人数を算出しているため、表中の各サービスの和とは一致しない。  

出典：「令和元年度介護サービス施設・事業所調査」（厚生労働省推計値） 

 

 

 

 

（単位：人）

うち介護
福祉士

うち介護
福祉士

16 ,904 3,280 1,377 13,624 6,112 3,614 9,777 30,295

介護老人福祉施設 2,217 － － 2,217 1,300 359 896 3,472

介護老人保健施設 1,037 － － 1,037 638 420 579 2,036

介護療養型医療施設
(介護医療院） 90 － － 90 42 102 85 277

地域密着型介護老人福祉施設 1,389 － － 1,389 738 224 598 2,211

夜間対応型訪問介護 － － － － － － － －

認知症対応型通所介護 218 － － 218 66 36 135 390

小規模多機能型居宅介護 406 － － 406 207 58 117 582

認知症対応型共同生活介護 1,158 － － 1,158 398 － 299 1,456

地域密着型特定施設
入居者生活介護 77 － － 77 18 27 50 154

訪問介護 3,031 3,031 1,240 － － － 158 3,189

訪問入浴介護 95 95 26 － － 81 16 192

訪問看護ステーション － － － － － 540 181 721

通所介護 3,165 － － 3,165 893 616 1,875 5,656

短期入所生活介護 2,015 － － 2,015 1,099 396 961 3,372

特定施設入居者生活介護 276 － － 276 111 31 77 384

福祉用具貸与 － － － － － － 417 417

居宅介護支援 － － － － － － 1,304 1,304

介護予防支援 － － － － － 139 248 387

定期巡回・随時対応型

訪問介護看護
154 154 111 － － 48 137 339

地域密着型通所介護 1,439 － － 1,439 509 442 1,577 3,458

看護小規模多機能型居宅介護 137 － － 137 93 93 66 296

合計
サービス種別

介護職員 その他の
職員

（相談員、

ケアマネ、

PT外）

うち訪問介護員 うち訪問介護員以外

合計

看
護
職
員
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また、介護職員の供給数について離職率や入職者数を用いて推計したところ、令和５年

度は 14,430 人、令和７年度は 14,687 人、令和 22 年度は 15,480 人となり、需要と

供給のギャップが生じることとなります。 

需給ギャップの解消を目指し、介護人材の参入促進、確保・定着や資質の向上のための

取り組みを、より一層進めます。 

 

介護職員数推計結果 

                                                            

 

 

 

  

15,027 15,264 

16,904 

14,430 14,687 
15,480 

0

5,000

10,000

15,000

令和５年 令和７年 令和22年

（人） 介護職員数 需要推計 介護職員数 供給推計

　（単位：人）

需要推計 供給推計 需要と供給の差

令和５年 15,027 14,430 597

令和７年 15,264 14,687 577

令和22年 16,904 15,480 1,424

介護職員数
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【施策の方向と具体的な取組】 

①  介護人材の確保・定着と労働環境の改善 

1） 介護人材の確保・定着の促進を図るため、職員の給与面の底上げとなる介護報酬の

処遇改善加算を最大限取得できるよう支援します。 

2） 介護人材等の安定的な確保を図るため、福祉人材センターを活用し、潜在的資格取

得者の掘り起こしや再就労を支援する人材確保対策事業を推進します。       

3） 介護人材の確保に向けて若年層にアプローチするため、福祉に興味・関心を持つ高

校生（総合学科福祉系列選択者）を対象として介護初任者研修を実施します。 

4） 訪問看護師の人材確保・定着や資質向上を図るため、ナースセンター11による職業

紹介事業や、訪問看護支援センターと協働して新人訪問看護師、指導的立場の管理

者等への研修を実施します。 

5） 離転職者等を対象として緊急離転職者訓練を実施し、再就職を促進するとともに、

介護人材の育成につなげていきます。 

6） 介護職場の人手不足を解消し、介護職員が直接ケアに専念できるよう、介護現場の

周辺業務を高齢者や障害者など、多様な人材に担っていただく業務サポーター（介

護助手）制度を周知するとともに、多様な求職ニーズと求人ニーズのマッチングを

行います。 

 

② 介護人材の資質向上の推進 

1） 訪問介護事業所のサービス提供責任者や介護保険施設等の介護職員を対象として、

介護の実践的な知識の習得や技術の向上を図るための研修を行います。 

2） 要介護者等の自立支援に資する適切なケアマネジメントの実現のため、介護支援専

門員等を対象として体系的な研修を実施することにより、利用者本位、自立支援、

公正中立等の理念を徹底し、その専門性の向上を図ります。 

3） 介護職員の資質の向上を図り、介護職員がやりがいと将来の見通しを持って働き続

けられるよう、キャリアアップに向けた研修体系の確立のための検討を行います。 

4） 介護サービスの質の向上に向けて、介護人材の確保・定着を図るため、人材育成や

労働環境の改善等について優良な取り組みを評価する認証評価制度を創設します。

併せて事業者の自主的な取り組みを促すためのセミナー等を開催し、介護事業者の

人材育成の基盤強化や職場環境の改善を図ります。（再掲） 

5） 認知症介護を提供する事業所を管理する者等を対象として、認知症高齢者支援のた

めの考え方、方法、技術を習得する認知症介護実践者研修を行うことにより、介護

現場における中核的役割を担う人材の育成を図ります。 

6） 介護施設従事者を対象として、基礎的な口腔ケア等に対する知識や技能の習得を目

的に、講義及び実習を行う研修を実施します。 

 

                                                 

11 ナースセンター：県看護協会に設置され、看護職の就業促進を目的して無料職業紹介等看護職の人材確保を図る

ための各種業務を行っている。  
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③ 介護の仕事の魅力ややりがいの発信 

1） 介護人材の確保・定着を図るため、職員自ら介護の仕事の魅力ややりがいを発信す

るとともに、自らの専門性へ理解を深め、サービスの質の向上につなげます。 

2） 介護人材の確保・定着を促進するため、介護の魅力を幅広い世代に周知する取り組

みを強化し、介護職を目指す人材のすそ野拡大を図ります。 

3） 福祉・介護の仕事の魅力を周知するため、高校生等を対象とした職場体験等を行う

福祉の仕事セミナーを開催するとともに、マスメディアを通じた広報を実施します。 

 

④ 外国人介護人材の受入支援 

1） 外国人介護人材の受入を支援するため、外国人介護福祉士候補者に対する日本語学

習等の助成や、技能実習生等に対する集合研修を実施します。 

2） 介護人材を含む外国人が安心して働き、暮らせる山梨県の実現のため、全県一丸と

なって適正な労働環境づくりを推進します。 

 

⑤ 介護現場の革新に向けた支援 

1） 介護職員の身体的・精神的負担の軽減や業務の効率化などにより、介護の質を維持

しながら職員が継続して就労できる環境を整え、働きやすい職場環境を整備するた

め、ＩＣＴ・ロボットの導入を支援します。 

2） 介護現場の業務の効率化を図る観点から、介護分野の文書にかかる負担軽減のため、

国が示す方針に基づき、個々の申請様式・添付書類や手続きに関する簡素化、様式

例の活用による標準化、ICT 化を推進します。 

3） 介護保険の利用に係る各種手続きについて、オンライン化が図られるよう市町村を

支援します。 

 

【数値目標】 

 

 

 

指     標 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 
（令和 5 年度） 

県内介護施設等に従事する介護職員数 13,689 人 15,027 人 

県内介護職員の離職率 14.８% 13.８% 
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【５】 医療と介護の連携の推進 

【めざす姿】 

医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の

最期まで続けることができるよう、在宅医療と介護が一体的に提供される体制が整備され

ています。 

 

【現状と課題】 

高齢化が進展する中、医療と介護の両方のニーズを有する高齢者の増加が見込まれ、在

宅において高齢者一人ひとりの状態に応じた適切な医療と介護を提供するためには、在宅

医療・介護のサービスを充実させるとともに、保健・医療・介護・福祉の関係者の連携に

より、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを最期まで続けることができる地域包括ケアシ

ステムの充実・強化が求められています。 

在宅医療・介護連携について、国は、これまで市町村が取り組むこととされていた事業

項目（資源把握、情報共有等）について令和２年９月に「在宅医療・介護連携事業の手引

き」を改定し、地域のあるべき姿を意識しながら、市町村が地域の実情に応じて PDCA サ

イクルに沿った取り組みを進めるよう、見直しが行われたところです。 

高齢期には、加齢に伴う心身機能の衰えから日常生活において医療や介護が必要となる

ことや、容態が急変して入院するケースなど、健康状態が変化しやすい特徴があります。 

手引きでは、在宅療養者の生活において医療と介護の連携した対応が求められる場面と

して、①日常の療養支援、②入退院支援、③急変時の対応、④看取り の４つの場面を挙

げており、PDCA サイクルにより現状分析・課題抽出等を行う際には、それぞれの場面ご

とに、達成すべき目標を設定することとしております。 

これまでの取り組みにおいて、医療・介護関係者の顔の見える関係づくりは進んできま

したが、入退院時連携や急変時の対応、看取りなど切れ目のない在宅医療と在宅介護の提

供体制の構築に必要な具体的な仕組みづくりについては、市町村単独では対応が困難な場

合があります。例えば、市町村によっては、事業のノウハウや地域の関係団体との連携が

乏しかったり、資源の不足により単独では対応が困難だったりすることから、県は医療・

介護関係者と緊密に連携をとりながら、広域的な調整を図り、市町村を支援していく必要

があります。 
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８つの事業項目の見直しイメージ（介護保険施行規則改正イメージ） 

（出典）厚生労働省資料 

 

在宅医療と介護連携イメージ 

 
 （出典）厚生労働省資料    
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【施策の方向と具体的な取組】 

①  多職種連携による在宅医療・介護連携の推進 

1） 入院から在宅医療にスムーズに移行していくためには、入院医療機関と在宅医療に

係る機関の円滑な連携により、切れ目のない継続的な医療・介護体制の確保が必要

です。策定した入退院時の連携ルールの普及促進や、看取りに関する理解促進など、

医療機関と地域の介護関係者の広域的な連携体制を整備します。 

2） 地域における医療と介護の関係機関の連携を図るため、市町村が実施する現状把握

や課題の整理に必要となるデータの提供等の支援を行います。 

3） 在宅療養者の急変時における入院医療機関への円滑な搬送や受入体制を整備するた

め、病院や診療所を中心とした在宅医療チームの形成に向けた取り組みや、既存の

在宅医療チームの機能強化に向けた取り組みを支援します。 

4） 高齢者が自宅や介護施設等の住み慣れた場所で、終末期の医療や介護、看取りを行

うことができるよう、在宅医療や介護の関係者に対して看取りに関する研修会を実

施します。 

5） 地域における医療機関相互や関係機関との連携を推進するため、在宅医療・介護連

携推進事業を担う市町村の広域的な対応が必要となる取り組みや医療に係る専門

的・技術的な対応が必要となる取り組みに対し、地区医師会等の関係団体と連携し

ながら支援します。 

6） 医療ニーズの高い要介護者への支援体制を強化するため、在宅医療総合支援センタ

ーが実施する介護支援専門員を対象とした医療・介護の交流促進事業や研修会、相

談対応等の取り組みを支援します。 

 

②  在宅医療・介護を担う人材の確保・養成の推進 

1） 介護支援専門員法定研修において、入退院時の連携やリハビリテーション、看取り

等、ケアマネジメントに必要な医療との連携について充実した研修を実施します。 

2） 高度化する在宅医療ニーズに早急に対応し、在宅医療の充実を図るため、看護協会

と連携し、医療と介護の連携を推進することができる訪問看護師（トータル・サポ

ート・マネジャー）の養成を行います。 

3） 介護施設における口腔衛生管理を推進するため、口腔管理のキーマンとなる管理栄

養士・栄養士に対する専門的口腔ケアの介入効果を広く認識させるための取り組み

を支援するととともに、歯科医師等と管理栄養士・栄養士の連携推進に向けた取り

組みを支援します。 

  

③ 最期まで自分らしく暮らすための医療・介護連携の推進 

1） 県民の生涯にわたる専門的口腔ケアを推進するため、歯科医師や歯科衛生士に対す

る緩和ケアスキルの向上に向けた取り組みを支援します。 

2） 自らが望む、人生の最終段階の医療･ケアについて考え、コミュニケーションをす

る機会を持ってもらうため、様々な機会を捉えて、人生会議（アドバンス・ケア・

プランニング）の周知と普及を図ります。 
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（参考）富士･東部地域 医療と介護の入退院連携ルール 

 

    
（出典）富士・東部保健福祉事務所資料 

【数値目標】 

指     標 
現状値 

（令和元年） 
目標値 

（令和５年度） 

在宅12死亡率（自宅・老健・介護医療院・老人ホーム）    2４.９％ 27.5％ 

                                                 

12 在宅：人口動態統計による「死亡したところの種別」の介護医療院・介護老人保健施設、老人ホーム（養護老人ホー

ム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホームおよび有料老人ホーム）及び自宅（自宅の他、グループホーム、サービス

付き高齢者向け住宅（賃貸住宅をいい、有料老人ホームは除く））を指す。 
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【６】 多様な主体がともに支え合う地域共生社会の実現 

【めざす姿】 

人々の暮らしや地域のあり方が多様化する中、高齢者を含む全ての人が「支える側」、「支

えられる側」という立場を超えてつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持ちながら地域

の支え合いの担い手として参画することで、豊かな地域コミュニティが展開されています。 

 

【現状と課題】 

人々の暮らしや地域のあり方が多様化する中、一人ひとりが尊重され、多様な経路で社会

とつながり参画することで、その生きる力や可能性を最大限に発揮できる「地域共生社会」

の実現が目指されています。 

また、昨年から続く新型コロナウイルス感染症の影響により、人々のつながりの薄れや孤

立が懸念されているところであり、地域コミュニティへの支援も求められています。 

本県は全国より早く高齢化が進展し、今後の高齢者人口の増加や平均寿命の延伸、高齢者

夫婦世帯や在宅ひとり暮らし高齢者の増加傾向も踏まえると、今後、日常生活を送るうえで

支えを必要とする高齢者の増加が予想されます。 

一方、健康寿命は全国トップクラスであり、これまでの経験や知識を生かして活躍する元

気な高齢者も多く存在します。また、医療や介護が必要となっても、自身が持てる力を発揮

して、身近な人や地域、社会を支えることは、本人や周囲の人の生きがいや生活の質の向上

にもつながるものと考えます。 

現在、新型コロナウイルス感染症をきっかけとして、社会の様々な場面でデジタル技術の

活用が急速に広がっており、地域・年齢・言語等による格差なく、多様かつ潜在的なニーズ

にきめ細やかに対応したサービスの提供が技術的に可能となっていることから、AI スピーカ

ーやスマートフォンなどの機器を利用し、高齢者にとって簡便な操作で、見守りや買い物、

移動支援など、地域の実情やニーズに応じたサービスが提供されるような環境づくりも求め

られています。 
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【施策の方向と具体的な取組】 

① 多様な主体による生活支援・介護予防サービス等の提供の推進 

1） 市町村が実施する介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）において、ボラン

ティア等が主体となり、買い物代行やゴミ出し等の生活支援や、交流会等通いの場

づくりなどを行う、訪問型・通所型サービスＢ13の普及促進に向けた取り組みを支

援します。 

2） 生活支援・介護予防サービスに参入を希望するＮＰＯ、ボランティア、民間企業等

に対し、必要な助言や情報提供を行います。 

3） デジタル技術の活用により、高齢者にとって簡便な操作で、見守りや買い物、移動

支援など、地域の実情やニーズに応じたサービスが提供されるような環境づくりに

より、高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるよう支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：厚生労働省資料  

②  豊かな地域コミュニティのための多様な担い手の育成 

1） 地域における支え合い活動の機運を醸成するとともに、生活支援・介護予防サービ

スの担い手となるボランティアやＮＰＯの積極的な活動を促進するため、「地域支

え合い活動推進セミナー」を開催します。 

2） 地域の活性化を図るため、NPO 等の民間団体と県や市町村、企業等の多様な主体と

の協働を推進し、民間団体が地域の課題を自主的に解決していく事業や活動を支援

します。 

                                                 
13 サービスＢ：有償・無償のボランティア等により提供される住民主体による支援 
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3） ボランティア･NPO 活動への理解を深めるため、毎年２月を「ボランティア・NPO

活動推進月間」と定め、山梨県ボランティア・NPO センターと連携して普及啓発活

動を実施します。 

4） ボランティア･NPO 活動を推進するため、ボランティア･NPO に関する情報提供や

人材育成などを行っている「山梨県ボランティア・NPO センター」への支援を行い

ます。 

5） 市町村社会福祉協議会職員を対象とした地域福祉活動に関する研修を実施し、地域

の課題を解決するリーダーの育成や専門性の向上を図ります。 

6） 高齢者の生きがいを高め、豊かな人生経験を地域づくりに生かしていただくため、

健康づくりや、高齢者や子どもの見守り活動など、老人クラブが行う活動に対し支

援します。 

7） 食生活改善推進員等による、地域組織の育成・支援に資する活動を通じて、地域住

民の共助活動の活性化を図ります。 

8） 介護職場の人手不足を解消し、介護職員が直接ケアに専念できるよう、介護現場の

周辺業務を高齢者や障害者など、多様な人材に担っていただく業務サポーター（介

護助手）制度を周知するとともに、多様な求職ニーズと求人ニーズのマッチングを

行います。（再掲） 

 

③  地域共生社会の実現に向けた市町村支援 

1） 高齢者のみならず、障害者や子どもなど生活上の困難を抱える人が地域において自

立した生活を送ることができるよう、市町村における包括的な相談支援体制の構築

に向けて支援します。 

2） 包括的な支援体制の整備を推進するため、県内外の先進的な取り組みの情報提供を

行うとともに、多機関協働、アウトリーチ等を通じた継続的支援、参加支援などの、

市町村が行う取り組みを支援します。 

3） 地域の実情に応じて、高齢者や障害児者が共に利用できる「共生型サービス」の整

備について支援します。 

 

【数値目標】 

指     標 
現状値 

（令和元年度） 
目標値 

（令和５年度） 

総合事業において､住民主体のサービス（通所型･訪問型サ

ービスＢ）を実施する市町村数 
7 市町村 14 市町村 
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【７】 保険者機能の強化に向けた市町村支援 

【めざす姿】 

高齢者の自立支援・重度化防止等に向けて、PDCA サイクルを活用した地域マネジメン

トが継続的に行われるなど、保険者である市町村の機能強化が図られています。 

【現状と課題】 

地域によって高齢化の状況や介護ニーズも様々であり、保険者である市町村は、地域の

課題を分析、把握し、地域の実情に合わせた取り組みを進めることが重要です。 

平成 29 年の介護保険法の改正により、PDCA サイクルを活用し、高齢者の自立支援や

重度化防止に向け、目標達成に向けた活動を継続的に改善する取り組みである「地域マネ

ジメント」を推進することとなりました。 

これを受けて、平成 30 年度からは、目標に対する評価の実施状況や、地域分析、介護

予防、人材確保、介護給付適正化など、保険者の取り組みを総合的に評価する「保険者機

能強化推進交付金」が創設されました。 

加えて、令和 2 年度からは、介護予防・健康づくりの取り組みを評価する「介護保険保

険者努力支援交付金」が創設されています。 

市町村においては、地域包括ケア「見える化」システム14等のデータを活用して地域課

題を分析し実態を把握する中で、取組内容や目標を計画に記載し、計画に基づき様々な取

り組みを行い、目標に対する実績を評価する、PDCA サイクルの推進が求められます。 

一方、市町村ごとに人員体制やノウハウの蓄積等は異なることから、これらの取り組み

について地域差が生じないよう県が支援する必要があります。 

 

【施策の方向と具体的な取組】 

① ＰＤＣA サイクルや交付金を活用した市町村支援 

1） 市町村の自立支援・重度化防止等に向けた取り組みを支援するため、地域包括ケア

「見える化」システムを活用した地域分析のための研修会を開催します。 

2） 市町村が行う自立支援・重度化防止等の取り組みについて、市町村との意見交換や

市町村間の情報交換の場の設定等により実施状況を把握し、抽出した課題について

市町村と共有します。 

3） 自立支援・重度化防止等に向けた市町村の取り組みを支援するため、リハビリテー

ション専門職等の人的派遣（ＰＴ・ＯＴ・ＳＴバンク）について、職能団体と連携し

取り組みを推進します。 

4） 地域ケア会議を運営する地域包括支援センターの職員等の資質向上や、会議の実施

方法に関する検討会の開催など、市町村が行う地域ケア会議の開催や充実に向けた

取り組みを支援します。 

5） 市町村において、要支援高齢者の自立を支援するため、理学療法士（PT）、作業療

法士（OT）、言語聴覚士（ST）、管理栄養士、歯科衛生士、薬剤師、看護師等の専

門職が参画し、それぞれの知見を生かした「介護予防のための地域ケア個別会議」

                                                 

14 地域包括ケア「見える化」システム：都道府県・市町村における介護保険事業（支援）計画等の策定・実行を総合的に

支援するためのシステム。介護保険に関する情報をはじめ、地域包括ケアシステムの構築に関する様々な情報が本シス

テムに一元化され、かつグラフ等を用いた見やすい形で提供される。 
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が実施できるよう、地域包括支援センター職員や介護支援専門員等関係職種を対象

とした研修会を開催します。（再掲） 

6） 市町村の介護予防事業においてアドバイザーとなるリハビリテーション専門職（Ｐ

Ｔ・ＯＴ・ＳＴ）の養成研修を実施するとともに、市町村に対しリハビリテーション

専門職の派遣のための「PT・OT・ST バンク」の活用を促進します。（再掲） 

7） 市町村が２０４０年に目指す姿を自らデザインし、その姿に向かって取り組みを推

進できるよう、市町村に専門家を派遣し、課題の分析や解決に向けた助言やロード

マップの作成などを行い、市町村の主体性や自主性に基づく地域包括ケアシステム

の構築を支援します。 

② 地域包括支援センターの事業評価を通じた機能強化 
1） 地域包括支援センター職員を対象に、センターの意義や役割、他の専門職種との連

携、ＰＤＣＡサイクルを活用したマネジメント手法等を習得するための研修会を開

催し、職員の資質向上を通じたセンターの機能強化を図ります。 

2） 地域包括支援センターが、地域において求められている機能を発揮できるよう、国

が定めた評価指標をチェックツールとして活用するとともに、業務の状況等の定期

的な把握・評価を促進することにより、地域包括支援センターの機能強化を推進し

ます。 
 

 
出典：厚生労働省資料 

【数値目標】 

指     標 
現状値 

（令和 2 年度） 
目標値 

（令和 5 年度） 

保険者機能強化推進交付金の全国平均得点以上を獲得

した市町村数 
１５市町村 ２１市町村 
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【８】 高齢者の尊厳の保持と安全の確保 

【めざす姿】 

 人生の最期まで個人として尊重され、尊厳を保持して生活を継続できる社会が構築されて

います。また、犯罪や災害、感染症に対する備えが整い、安心して生活を送ることができて

います。 

 

【現状と課題】 

誰もが住み慣れた地域で尊厳を保ちながら、安全・安心な生活を送ることができる社会

を構築することが重要です。 

「高齢者虐待防止法に基づく対応状況等に関する調査」を見ると、高齢者虐待の件数は

依然として多く、高齢者を介護する家族等の身体的負担やストレス、認知症介護に関する

知識や技術の不足など、様々な要因による深刻な高齢者虐待が報告されています。 

介護施設等においては、認知症高齢者や重度の要介護者が増加することが見込まれる中、

介護する側には、常に権利擁護の視点を持ち、その人の選択や意思決定を支援することが

求められます。そのためには経営のトップが先頭に立ち、すべての職員が専門性を発揮し、

チームとしての支援を行うことが不可欠となります。 

また、日常生活や財産の管理等に困難を抱える方を社会全体で支えることは、地域で安

心して暮らすための基盤であり、高齢者の権利擁護や虐待防止、安全確保の取り組みが求

められています。 

高齢者の財産を守る成年後見制度について、認知症や障害等により日常的な金銭管理や

財産管理を行うことが困難となった者が、円滑に制度を利用できるよう、更なる体制の強

化が必要となっています。 

更に、近年頻発する災害発生時における高齢者等要配慮者の避難支援対策や、新型コロ

ナウイルス感染症をはじめとする感染症への対応も喫緊の課題です。 

 

  

出典：高齢者虐待防止法に基づく対応状況等に関する調査結果 
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【施策の方向と具体的な取組】 

① 高齢者の権利擁護と虐待防止の推進 

1） 市町村が行う高齢者虐待防止の取り組みを支援するため、専門職の派遣による相談

の実施や事例検討会の開催を行います。 

2） 介護現場における権利擁護の取り組み等を支援するため、外部の有識者で構成する

「高齢者権利擁護等推進部会」において、介護における高齢者の尊厳の保持と権利

擁護を推進する方策を検討するとともに、施策の基礎資料とするため、介護保険施

設等を対象に権利擁護の実態を把握するための調査を行います。   

3） 県が権利擁護推進のために作成した「高齢者の思いに寄り添うケアを推進するため

の手引き」について、様々な機会を通じて介護保険施設等に周知し、活用を促進し

ます。 

4） 介護現場での権利擁護のための取り組みを指導する人材の育成や、取組事例に関す

る情報交換を行い、施設職員間での情報共有を図ります。また、介護保険施設等の

看護職員を対象に、医療的観点から権利擁護の取り組みを行う人材を養成します。 

5） 生計困難者等が必要なサービスを適切に受給できるよう、市町村が実施する「社会

福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービスに係る利用者負担軽減制

度事業」に対し助成等を行います。 

6） 福祉サービス利用者等からの苦情を適切に解決するため、運営適正化委員会による

苦情解決のための助言、相談、調査、あっせん等の事業を行い、利用者の権利を擁

護し、福祉サービスの適切な利用を支援します。 

 

② 地域における見守り体制の充実・強化 

1） 人権問題に対する正しい理解と認識を深め、人権尊重理念の更なる普及を図るため、

スポーツクラブ等との連携による啓発や、人権講演会、人権啓発ふれあいフェステ

ィバルなどを実施します。 

2） 必要な人が成年後見制度を利用できるよう、権利擁護支援・地域連携ネットワーク

構築等の市町村の取り組みを支援するとともに、市町村や関係機関と連携して、市

民後見人の養成を進めていきます。 

3） 成年後見制度利用支援事業など、成年後見制度活用の促進に向けた市町村の取り組

みを支援するとともに、山梨県社会福祉協議会の地域福祉権利擁護センターにおけ

る生活支援サービスの提供を促進します。 

4） 成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成２８年法律第２９号）に基づく「成

年後見制度利用促進基本計画」を市町村が作成できるよう、先進事例の紹介等を行

う推進会議を開催します。  

 

③ 高齢者の安全・防犯対策の取組の推進 

1） 事業者等と連携し、高齢者宅を訪問した際に異変があった場合に市町村に連絡する

など、地域見守り活動を実施し、高齢者の健康で安全な生活の確保に努めます。 

2） 高齢者の消費者被害を防止するため、市町村や消費者団体、町内会、福祉関係者等

関係団体と連携し、高齢者等を地域で見守るネットワークの構築を図ります。 
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3） 詐欺・悪質商法等消費者トラブルの未然防止のため、県民生活センターにおいて、

高齢者への出前講座（高齢者講座）を実施します。 

4） だまされにくい消費者を育成するため、消費者団体との協働により、様々な情報を

提供する消費生活地域講座を実施します。 

5） 電話詐欺等による被害を防止するため、高齢者に届きやすい媒体を活用した教育・

広報啓発を強化します。 

6） 委嘱を受けた高齢者ヘルパーが高齢者宅を訪問し、防犯指導・相談活動等を行うこ

とにより、各種犯罪及び各種事故防止を図ります。 

7） 地域で開催される各種会合や高齢者宅の訪問等による注意喚起や、地域の犯罪発生

状況などを電子メールで配信する「ふじ君安心メール」、自治体の防災無線等を活

用した広報啓発活動等により、高齢者に分かりやすく心に響く被害防止対策を推進

します。 

8） 高齢者の交通事故を防止するため、市町村が主体となり、高齢者の交通事故が多発

している地域において高齢者が集まる機会を捉え、交通安全指導を実施し反射材の

配布及び着用を図ります。 

9） 高齢者の生活動作や行動特性について、運転手側からの高齢者保護意識の熟成を図

るため、高齢者の身体特性について疑似体験を行う講習会を実施します。 

10） 参加実践型の交通安全運動として高い効果が得られているセーフティードライブ・

チャレンジ 123 において、65 歳以上の者を対象としたシルバーの部を設け、無事

故・無違反を目指す高齢運転者の参加拡大を図ります。 

11） 自動車の運転に不安を感じる高齢者に対して、運転免許自主返納制度の活用や高齢

者を対象とした公共交通の運賃割引などの制度を周知します。 

12） 交通事故に占める割合が増加傾向にある高齢者事故を防止するため、交通事故発生

状況等に応じて内容や方法を工夫した指導、広報啓発等の交通事故防止対策を推進

します。 

  

④ 災害時における要配慮者への支援 

1） 行政と民生委員・児童委員が連携し、避難行動要支援者情報や個別計画を共有し活

用することの重要性について、研修などを通じて周知を図っていきます。 

2） 地域で暮らす要配慮者と地域住民、行政機関や関係団体等が連携し、避難誘導・福

祉避難所設置訓練を行い、災害時における要配慮者への支援対策の推進を図ります。 

3） 災害ボランティアセンターが行うボランティアの受け入れや派遣が円滑に行われる

よう、災害ボランティアセンター設置運営研修会や災害ボランティア育成研修会を

行い、災害ボランティアセンターの機能強化の推進や防災意識の向上を図ります。 

4） 市町村と連携しながら、要配慮者利用施設の避難確保計画策定のための講習会の開

催など、各施設が速やかに計画の策定に取り組めるよう支援を行います。また、国

において検討中の災害リスクの高い区域における開発抑制や、より安全な区域への

移転促進などについて、市町村等に対する指導や助言を行います。 
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⑤ 感染症対策の強化 

1） 介護保険施設等における感染症対策を強化するため、集団指導や実地指導等を通じ

て指導・助言を行います。 

2） 高齢者福祉施設等に対し、感染防止対策や感染症発生時の備え等、適時必要な情報

提供を行います。 

3） 介護保険施設等における実地指導等を通じて、感染症（災害の発生を含む）が発生

した場合の業務継続に向けた計画（BCP）の策定、研修の実施、訓練（シミュレー

ション）についての指導・助言を行います。 

4） 今後に備え、感染拡大防止に有効なマスクやガウン等の衛生用品を県が備蓄します。 

5） 介護保険施設等の職員が感染により不足した場合も、利用者に必要なサービスを提

供できるよう、関係団体と連携して、相互に応援職員を派遣できる体制を整備しま

す。 

6） 介護者が新型コロナウイルス感染症に罹患した際の残された要介護者への対応や、

施設入所の高齢者が新型コロナウイルス感染症により入院した場合の退院後の受入

等について、広域的に対応できる受入機関との調整等を行い、高齢者が安心して暮

らしていける体制を整備します。 

 

【数値目標】 

指     標 
現状値 

（令和 2 年度） 
目標値 

（令和５年度） 

「成年後見制度利用促進基本計画」を作成する市町村数 ３市町村 全市町村 
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Ⅱ 認知症施策の推進 

【めざす姿】 

認知症になった際に適切な医療が提供される体制が整うとともに、本人や家族の意思が

尊重され、住み慣れた地域でニーズに応じた支援を受けながら、安心して暮らし続けるこ

とができています。 

 

【現状と課題】 

令和 2 年 4 月 1 日現在の本県の認知症高齢者数は 28,414 人と、高齢者人口の 11.4％

を占め、その数は年々増加しています。このうち 75 歳以上の人が 26,372 人と、認知症

高齢者の 92.8％を占めています。 

高齢になるほど認知症の割合は高くなる傾向にあるため、今後の高齢者人口の増加や平均

寿命の延伸に伴い、認知症高齢者は増加することが予想されます。 

国では、令和元年６月に「認知症施策推進大綱」を定め、認知症の人ができる限り地域の

よい環境で自分らしく暮らし続けることができる社会の実現を目指すこととしております。 

大綱では、認知症の人や家族の視点を重視しながら、「共生」と「予防」を車の両輪とし

て施策を推進することとしており、本県においてもこの大綱を踏まえ、認知症施策を総合的

に推進していく必要があります。 

人生 100 年時代を迎える中、認知症は誰もがなりうる可能性があり、家族や身近な人が

認知症になることなどを含め、多くの人にとって身近なものとなっています。 

これまで、すべての県民が認知症を正しく理解し、認知症の人と家族を支える「県民総サ

ポーター」を目指し、令和元年度末までに 109,028 人の認知症サポーターを養成してきた

ところです。 

今後は、認知症サポーターが自主的に行ってきた活動を更に一歩前進させ、地域で暮らす

認知症の方や家族の困りごとの支援ニーズと、認知症サポーターを結びつけるなど、認知症

の人や家族を支える体制を強化する必要があります。 

更に、認知症の方が、できることを生かして希望や生きがいを持って暮らしていることな

どを、本人の言葉で情報発信することも重要となっています。 

また、本人や家族をはじめ周囲の人々が認知症を正しく理解し、早期にその症状に気づき、

診断や治療に結びつけることが重要です。 

認知症になっても進行に合わせた適切な対応をとることにより、認知症の状態悪化を遅ら

せ、認知症の人の生活の質を維持・改善させることが可能であるため、医療と介護の密接な

連携のもと、認知症の容態に応じた適切な医療・介護サービスが提供できるよう、認知症疾

患医療センターや地域包括支援センター、市町村に配置された認知症地域支援推進員や認知

症初期集中支援チーム等の関係機関が有機的に連携したネットワークを形成するなど、効果

的な支援体制をより一層推進することが必要です。 
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出典：厚生労働省資料  

【施策の方向と具体的な取組】 

①  適切な医療・介護サービスが受けられる体制の推進 

1） 認知症は早期発見・早期治療が重要であり、治療等により進行を遅らせることが大

切であるということの理解を促すため、広報活動や学習機会の確保に取り組みます。 

2） 認知症疾患医療センターが地域の認知症医療の中核機関として、かかりつけ医、認

知症サポート医、地域包括支援センター等の関係機関との連携を強化していくよう、

地域の関係者との意見交換会の開催等を通じて支援します。 

3） 認知症初期集中支援チーム員の資質向上を図ることにより、認知症の早期診断、早

期対応に向けた支援体制を充実させ、高齢者ができる限り住み慣れた地域で住み続

けられるよう支援します。 

4） 認知症の方が、状態に応じて受けられるサービスの流れを示す認知症ケアパスが、

本人視点を重視したより分かりやすく活用しやすいものとなるよう、市町村の取り

組みを支援するとともに、その活用を推進します。 

 

②  医療・介護サービスを担う人材の育成及び確保 

1） 身近なかかりつけ医が、早期に認知症に気づき、適切な機関等につなげることが重

要であることから、かかりつけ医の認知症対応力の向上を目的とした研修を行いま

す。 
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2） かかりつけ医からの認知症診断等に関する助言や相談等に応じ支援を行い、専門医

療機関や地域包括支援センター等との連携役となる「認知症サポート医」の養成を

推進します。 

3） 認知症の方の身体合併症対応等を行う急性期病院等で、身体合併症等への対応とと

もに認知症の方の特性に合わせた適切な対応が可能となるよう、一般病院勤務の医

療従事者に対する認知症対応力向上研修を実施します。 

4） 高齢者と接する機会の多い歯科医療機関や薬局が、口腔機能の管理や薬剤師による

服薬指導等を通じて、認知症の疑いがある人に早期に気づき、かかりつけ医等と連

携して適切な対応を行っていくことができるよう、歯科医師や薬剤師の認知症対応

力向上研修を行います。 

5） 認知症高齢者に対する介護サービスの充実を図るため、高齢者介護実務者及びその

指導的な立場にある方に対し、認知症高齢者の介護に関する基礎的及び実践的な研

修を実施するとともに、認知症介護を提供する事業所を管理する立場にある者等に

対し、適切なサービスの提供に関する知識等を習得するための、認知症介護基礎研

修をはじめとする各種研修を実施します。また、これらの研修を受講しやすい環境

を整備します。 

 

③ 認知症の人にやさしい地域づくりの推進 

1） 認知症に対する正しい理解を持ち、地域や職場で認知症の方や家族を手助けする認

知症サポーター」を養成し、認知症への正しい理解や、認知症の方や家族を温かく

見守る活動を促進します。 

2） 認知症サポーター養成講座の講師役となる「認知症キャラバン・メイト」の養成を

促進します。 

3） ステップアップ講座を受講した認知症サポーター等が支援チームを作り、地域で暮

らす認知症の方やその家族の支援ニーズにあった具体的な支援につなげる仕組みで

ある「チームオレンジ」の整備を推進するため、市町村の取り組みを支援します。 

4） 認知症の方ができることを活かして希望や生きがいを持って暮らしている姿や、自

らの言葉でメッセージを語る姿を、研修会の開催等を通じて積極的に発信する「地

域版希望大使」を任命し、認知症の本人の想いを聴き、願いを実現するための地域

づくりを支援します。 

5） 認知症の方の介護は不安やストレスなど精神的な負担が大きく、また、日頃孤立し

がちな中で、認知症に関する知識が不足したまま介護をしている人が少なくないた

め、その不安やストレスが軽減できるよう、同じ境遇にあり、共通の悩みを抱えて

いる仲間や支援者と交流し、励まし合うための交流会や研修会を開催します。 

6） 認知症に関して誰もが電話で気軽に相談できる「山梨県認知症コールセンター」を

設置し、多くの方が利用できるよう広く周知することにより、認知症に関する知識

や適切な支援機関についての情報提供や精神面での支援を行います。 

7） 行方不明・身元不明認知症高齢者等の早期発見・保護を含め、地域での見守り体制

を整備していく必要があることから、研修会等を通じ市町村が行う認知症の方に対

する地域での見守り体制の構築及び強化促進を図ります。 
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8） 認知症の方とその家族への見守りや支援についての取り組みを実施している事業所

を「認知症サポート事業所」として登録し、その取り組みを評価することにより、

事業所の取り組みを支援します。 

9） 認知症の方や家族が、地域の人や専門家と相互に情報を共有し、お互いを理解し合

う「認知症カフェ」の設置を促進するため、研修会の開催や県内の取り組みをまと

め、関係者のネットワーク化を図ります。 

10） 市町村が配置した認知症地域支援推進員を対象に、推進員のスキルアップと円滑

な活動を支援するための情報共有や連携を目的とした情報交換会等を開催します。 

11） 生活支援コーディネーターが行う地域の資源や関係者との連携や、認知症の方や

家族が地域で安心して暮らすための活動について効果的な支援を行うため、研修会

や意見交換会を開催します。 

12） 必要な人が成年後見制度を利用できるよう、権利擁護支援・地域連携ネットワーク

構築等の市町村の取り組みを支援するとともに、市町村や関係機関と連携して、市

民後見人の養成を進めていきます。（再掲） 

13） 成年後見制度利用支援事業など、成年後見制度活用の促進に向けた市町村の取り

組みを支援するとともに、山梨県社会福祉協議会の地域福祉権利擁護センターにお

ける生活支援サービスの提供を促進します。（再掲） 

14） 成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成２８年法律第２９号）に基づく「成

年後見制度利用促進基本計画」を市町村が作成できるよう、先進事例の紹介等を行

う推進会議を開催します。（再掲） 

 

 

（出典）厚生労働省資料       
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④ 認知症の予防の取り組みの推進 
※予防とは「認知症にならない」ということではなく、「認知症になるのを遅らせる」「認知症になっても進行を穏やか

にする」という意味です。 

1） 広く県民にフレイル（虚弱）予防の知識の普及・啓発を図るとともに、「身体の虚

弱」や「こころ／認知の虚弱」「社会性の虚弱」などフレイルの兆候をチェックし、

日常生活におけるフレイル予防の取り組みを促進します。また、県が養成したフレ

イルトレーナーや保健医療関係者、ボランティア等と連携して、栄養改善、口腔機

能低下予防、運動機能の向上、社会参加等に取り組むことにより、フレイル予防に

向けた地域づくりを推進します。（再掲） 

2） 高齢者の健康の保持増進のため、後期高齢者医療広域連合及び市町村が実施する健

康診査及び歯科（口腔）健康診査について周知し、受診を促進します。（再掲） 

3） 後期高齢者医療広域連合が市町村に委託する保健事業を、市町村が介護予防や国民

健康保険の保健事業と一体的に推進するため、必要な助言や援助を行います。（再

掲） 

4） ロコモティブシンドローム（運動器症候群）を予防するため、運動の機会が得られ

るイベント情報の提供を行うとともに、イベント時にロコモティブシンドローム に

関する知識の普及・啓発を行います。（再掲） 

5） 高血圧、糖尿病、脂質異常などの生活習慣病の発症や重症化を防止するとともに、

低栄養の防止のため、適正体重の維持や減塩、バランスの取れた食事の重要性等に

ついて、普及・啓発を行います。（再掲） 

6） 誰もが生涯にわたって豊かなスポーツライフを実現し、県民一人ひとりが年齢、興

味、関心、適性などに応じた生涯スポーツ等に取り組めるように支援します。（再

掲） 

7） 生涯にわたり食事や会話を楽しめるよう、お口のリハビリ体操等を通じて、高齢者

の口腔機能の維持・向上の大切さに関する知識の普及・啓発を目的とする研修会や

講演会を実施するとともに、8020 運動の更なる推進を図ります。（再掲） 

8） 高齢者が自ら主体となって、「いきいき百歳体操」等、介護予防に効果的な体操や

茶話会、趣味活動等、多様な取り組みを行う「通いの場」の立ち上げを支援し、介

護予防とともに地域づくりの取り組みを推進します。（再掲） 

⑤ 若年性認知症への支援体制の充実 

1） 若年性認知症の方や家族を支援するため、若年性認知症相談支援センターを設置し、

若年性認知症支援コーディネーターによる福祉・医療・就労など、切れ目のない支

援を行います。 

2） 若年性認知症の方や家族にニーズを把握するための交流会の開催や日頃の不安や悩

みを相談できる居場所づくりに取り組みます。 

3） 事業者や産業医に対して、若年性認知症に関する就労上の配慮等を含む必要な知識

等の普及・啓発を行います。 

【数値目標】 

指     標 
現状値 

（令和２年度） 

目標値 
（令和５年度） 

認知症サポート医数 70 人 82 人 

チームオレンジを設置する市町村数 1 市町村 17 市町村 
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Ⅲ 高齢期を生きることを考える機会の創出と家族等への支援 

【１】 自分らしい暮らしについて考えることや家族等とのコミュニケーション 

【めざす姿】 

各世代において、自分自身の生き方を考える機会を持ち、家族や身近な人と「思い」を

共有し理解し合うことで、互いに納得のいく自分らしい暮らしを送ることができる社会が

実現しています。 

 

【現状と課題】 

策定調査によると、調査対象の高齢者の約 4 割が「病気や介護が必要になった時に希望

する生活を家族などで話をしたことがある」と回答しています。 

また、「話したことはないが、今後話したい」も含めると 9 割を超えており、「病気や

介護が必要になった時に希望する生活を家族などと話すこと」について、高齢者も家族も

前向きなことがうかがえます。 

また、策定調査の一般対象調査の結果からは、「介護をする前に準備をしておいたほう

がよい」と感じることのうち、「介護が必要になった時に希望する生活について日頃から

要介護者と話しておくこと」が 5 割を超えるなど、老いについて考えることの重要性は認

識されています。 

一方、平成２９年の厚生労働省の調査によると、「人生会議」（アドバンス・ケア・プ

ランニング（ACP）：もしもの時のために自らが望む医療やケアについて前もって考え、

家族等やケアチームと繰り返し話し合い、共有する取り組み）に関して、ご家族等や医療

介護関係者と話し合ったことがない割合は、一般の国民の場合 55.1％と半数を超えてい

ます。 

以前の、多世代の大家族で、自宅で家族の老いや看取りを間近にしていた時代から、現

在は、核家族や単身世帯も増え、普段の生活の中で、介護や身近な人の最期に接する機会

が少なくなってきました。 

家族等の介護や自身の望む老いや、人生の最終段階についてイメージがないと、いざそ

の場に直面した時にその人らしい暮らしを納得いく形で迎えることができません。これか

らは、人生の節目で自分らしい暮らしを考え、そのことについて身近な人とコミュニケー

ションを取る機会を設けることが必要です。 
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【施策の方向と具体的な取組】 

①  本人の希望を考え、尊重するための意識の醸成 

1） 自らが望む､人生の最終段階の医療･ケアについて考え、コミュニケーションをする

機会を持ってもらうため、様々な機会を捉えて、「人生会議」（アドバンス・ケア・

プランニング（ACP））の周知と普及を図ります。（再掲） 

2） 「老い」や「介護」等について考えてもらう機会を創出するため、各種イベントや

セミナー等を通じて、世代に応じた内容や方法を工夫しながら普及啓発を行い、意

識の醸成を図ります。 

3） 仕事と介護を両立できる環境を整備するために、育児・介護休業法に定められた介

護休業制度などについて県内企業への周知徹底を図ります。 

 

 

出典：健康長寿推進課資料 

【数値目標】 

指     標 
現状値 

（令和 2 年度） 

目標値 
（令和 5 年度） 

「人生会議」（アドバンス・ケア・プランニング（ACP））

の普及啓発に取り組む市町村数 
12 市町村 全市町村 

39.8

37.0

53.9

54.5

3.5

4.2

2.8

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者 (n=2632)

家族 (n=2112)

病気や介護が必要になった際の希望の生活を家族や身近な人に伝えているか

ある ないが、今後話したい ないし、今後も話すつもりはない 無回答

60.2

56.3

40.8

35.9

31.1

28.2

1.9

2.9

8.7

0% 20% 40% 60%

介護サービスや介護保険制度についての理解

介護状態時の希望の生活を日頃から要介護者と話しておくこと

親族との役割分担や協力体制

仕事と介護の両立の準備

介護にかかわる心構え

介護にかかる費用の準備

育児と介護の両立の準備

その他

無回答
n=103

介護をする前に、準備しておいた方がよいと感じること（感じたこと）
（あてはまるもの上位３つ選択）



第３章 基本目標と施策の展開 

74 

【２】 高齢者や家族等の安心に向けた支援の充実 

【めざす姿】 

  介護サービスや介護保険制度について世代に応じたわかりやすい情報提供の工夫や、介

護者を対象とした相談窓口の周知などを通じて、高齢者や家族等の不安や負担が軽減され

ています。 

 

【現状と課題】 

介護保険制度創設の目的の一つは、家族による過度な介護負担を軽減し、高齢者の介護

を社会全体で支え合う仕組みを設けることにありました。 

一方、策定調査による家族対象の調査結果を見ると、支援や介護について「やや負担で

ある」「とても負担である」と答えた方は 3 割を超え、支援や介護をすることによる介護

者の生活への影響については「自分自身の趣味や楽しみをあきらめた、回数を減らした」

が多く、その他には「働き方を変えた、仕事をやめた、転職した」など仕事に影響があっ

たとの回答も見られました。 

また、介護保険制度導入から 20 年が経ちましたが、制度がよくわからないと感じてい

る方も多くいます。介護が必要になるまで関心が向くことが少なく、いざ本人や家族に介

護が必要になった時に必要な情報が得られていない状況であることも少なくありません。 

今後は、家族等介護者の生活の継続の観点からは、地域包括支援センター等をはじめと

した介護に関する情報や相談窓口の周知を、また、介護予防・健康づくりの観点からは、

現在介護を必要としない高齢者にも、介護予防や健康づくりに関する情報提供を行い、健

康に対する関心を高める工夫などが必要となります。 

 

【施策の方向と具体的な取組】 

①  家族等を支える相談支援体制の強化や情報提供の充実 

1） 介護に取り組む家族等を支援するため、地域包括支援センターの土日祝日における

相談体制の整備や出張相談会の実施など相談支援の充実を図り、地域包括支援セン

ター職員研修や取組事例の発信等を行い、地域包括支援センターの機能強化を促進

します。 

2） 介護方法の指導など、介護する者の支援のため介護教室の開催や、介護の負担感を

わかち合うための介護者交流会を開催する市町村を支援します。 

3） 仕事と介護を両立できる環境を整備するため、育児・介護休業法に定められた介護

休業制度などについて県内企業への周知徹底を図ります。（再掲） 
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出典：健康長寿推進課資料 

 

 

【数値目標】 

指     標 
現状値 

（令和２年度） 
目標値 

（令和 5 年度） 

地域包括支援センターの夜間・早朝又は平日以外の窓口

を設置する市町村数 
２４市町村 全市町村 

 

 

 

 

 

 

22.5 33.2 22.7 7.8 13.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1n=587

支援や介護の感じ方

全く負担はない あまり負担はない やや負担である とても負担である 無回答

36.3

9.2

8.7

3.4

2.4

1.7

10.6

37.0

15.8

0% 10% 20% 30% 40%

自分自身の趣味や楽しみをやめたり回数をへらしたりした

家事をする時間が少なくなった

働き方を変えた（短時間勤務やパート、アルバイトにした）

常勤の仕事をやめた

パート、アルバイトをやめた

転職した

その他

影響はない

無回答
n=587

支援や介護をすることの生活への影響
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Ⅳ 介護給付適正化の推進（第５期山梨県介護給付適正化計画） 

【めざす姿】 

介護が必要な人が適正に認定され、受給者が真に必要とするサービスが事業所から提供さ

れており、県民の介護保険制度に対する信頼感が高まっています。 

  

主な介護給付適正化事業 

 

【現状と課題】 

本県の介護給付費は年々増加し、令和元年度は716億4,200万円（速報値）となって

おり、今後も増加が見込まれます。 

 「第 4 期山梨県介護給付適正化計画」では、全市町村における主要 5 事業の 100％

実施を目標に掲げ、取り組みを推進してきましたが、令和元年度時点で目標の達成には

至っていない状況です。事業を実施している市町村においては、担当者の知識の習得や

専門知識を有する職員の配置など、適正化事業を推進するための体制に課題をあげてい

ます。 

今後、団塊世代すべてが 75 歳以上となる 2025 年、さらには団塊ジュニア世代が 65

歳以上となる 2040 年に向けて、必要なサービスを適正に提供するため、介護給付適正化

の取り組みを一層推進していくことが必要です。 

本計画においては、給付の前提となる「要介護認定の適正化」について、全国一律の基

準に基づき、客観的かつ公平・公正な審査判定が行われるよう、特に重点を置いて支援し

ます。 

適正化事業 内 容 

主

要 

5 

事

業 

要介護認定の適正化 
 要介護・要支援認定における訪問調査の保険者職員等による実施及び委託訪

問調査に関するチェック等の実施 

ケアプラン点検 

 居宅介護サービス計画、介護予防サービス計画の記載内容について、事業所

からの提出、または事業者への訪問等による保険者の視点からの確認及び確

認結果に基づく指導等 

住宅改修に関する調査、福祉

用具購入・貸与に関する調査 

 住宅改修費の給付に関する利用者宅の実態調査や利用者の状態等の確認及

び施工状況の確認等 

 福祉用具購入費・福祉用具貸与に関する利用者に対する必要性の確認等 

縦覧点検・医療情報との突合 

 介護給付適正化システムの介護情報と医療情報との突合帳票（入院期間中の

介護サービスの利用等）による請求内容のチェック 

 介護給付適正化システムの縦覧点検帳票（複数月の請求における算定回数の

確認等）による請求内容のチェック 

介護給付費通知 
 介護サービス利用者（又は家族）に対する利用サービスの内容と費用総額等

の内訳の通知 

そ

の

他 

給付実績の活用 
 不適切な給付や事業者の発見のため、国保連による審査支払いの結果から得

られる給付実績の活用 
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加えて、自立支援に資するケアプラン作成について、保険者と介護支援専門員がともに

検証確認するための「ケアプラン点検」、費用の適正化の観点から効果が見込まれる「縦

覧点検・医療情報との突合」の 3 事業を、全ての市町村が実施するよう取り組みます。 

適正化事業の推進に当たっては、実施主体である市町村及び適正化事業の取り組みを支

える国保連と連携しながら実施します。 

また、介護給付適正化の取り組みを着実に推進するため、年度ごとの実施状況や目標の

達成状況について検証するとともに、検証結果に基づき適正化事業の評価や見直しを行い

ます。 

「山梨県第 4 期介護給付適正化計画」実施状況 

  
平成 28 年度 

（基準値） 
  平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

市町村における 

主要５事業の実施率 
85.2％ 

目標 90.0％ 95.0％ 100％ 

実績 91.9％ 90.4％ － 

※実績は「保険者機能強化推進交付金」評価指標の該当状況調査 

【施策の方向と具体的な取組】 

 ① 介護給付適正化の推進 

1） 保険者である市町村が実施する介護給付の適正化に向けた主要５事業の取り組みを

支援します。 

2） 国保連と連携して介護給付適正化研修会を開催し、市町村担当職員の適正化システ

ム操作の支援や好事例の紹介を行います。 

3） 適正化システムの活用に関し、国保連と連携して実地支援を行うなど、市町村の事

業実施を支援します。 

4） 要介護認定の適正化を支援するため、各自治体の介護認定審査会に認定適正化専門

員を派遣し、助言を行います。 

5） 認定調査員向けｅ-ラーニングシステム（インターネットで提供される認定調査員の

ための学習支援システム）について周知し、積極的な活用を促します。 

6） 地域包括支援センター職員研修を実施し、受給者の自立に資するケアプランの作成

を支援します。 

7） 要支援高齢者の自立に資するケアプラン作成を支援するため、理学療法士（PT）、作

業療法士（OT）、言語聴覚士（ST）、管理栄養士、歯科衛生士等、多様な職種により

ケアプラン等の検討を行う「介護予防のための地域ケア個別会議」についての研修

を実施します。 

8） 年度ごとに取組状況を点検し、取り組みが低調な市町村に対しては、その背景にあ

る様々な阻害要因を分析・把握し、市町村が主体的に取り組むために必要な対応策

について助言等を行います。 
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【数値目標】 

指     標 
現状値 

（令和元年度） 
目標値 

（令和 5 年度） 

保険者（市町村）における適正化事業の実施率

（3 事業） 91.4% 100％ 

 

〈年度ごとの実施目標〉 

適正化事業 
実施状況 実施目標 

令和元年度 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 

要介護認定の適正化 
88.9% 

（24 保険者） 

92.6％ 
（25 保険者） 

96.3％ 
（26 保険者） 

100％ 
（27 保険者） 

ケアプラン点検 
96.3% 

（26 保険者） 
100％ 

（27 保険者） 
100％ 

（27 保険者） 
100％ 

（27 保険者） 

縦覧点検・医療情報との突合 
88.9% 

（24 保険者） 
92.6％ 

（25 保険者） 
96.3％ 

（26 保険者） 
100％ 

（27 保険者） 


